
令和７年 ８月２９日 

個人情報保護主管課長 様 

市民税課長 

特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書、重点項目評価書）の 

提出について（報告） 

 地方公共団体における基幹業務システムの統一・標準化の一環として、個人

住民税課税システムを、ガバメントクラウド環境で稼働する標準準拠システム

へと移行する作業を進めております。これに関連し、令和８年１月から開始予

定の、eLTAX（地方税ポータルシステム）を基盤とした個人住民税申告の電子

化については、個人情報保護委員会規則に定める「特定個人情報ファイルに対

する重要な変更」に該当することから、特定個人情報保護評価の再実施が必要

となります。つきましては、「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律」第 28条の規定に基づき、別添のとおり特定個人

情報保護評価書を作成し、個人情報保護委員会に提出するため、茅ヶ崎市情報

公開・個人情報保護審議会へ報告いたします。 

１ 事務の名称 

個人住民税申告の電子化に関する事務 

２ 添付書類 

（１）特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書）

（２）特定個人情報保護評価書（重点項目評価書）

事務担当 

市民部市民税課市民税担当 

内線２２２４ 

令和７年度第２回 

茅ヶ崎市情報公開・個人情報保護審議会 

　議題３ 当日差し替え資料 
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茅ヶ崎市長

 公表日

 評価実施機関名

[令和６年10月　様式２]

特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書）

評価書番号  評価書名

　茅ヶ崎市は、個人住民税に関する事務における特定個人情報ファイルを
取り扱うにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等
の権利利益に影響を及ぼしかねないことを重視し、特定個人情報の漏えい
その他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置をもって個
人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを、ここに宣言
します。

特記事項

8 茅ヶ崎市　個人住民税に関する事務　基礎項目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言
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 ３．個人番号の利用

 法令上の根拠 番号法第９条第１項　別表　第２４の項

 ４．情報提供ネットワークシステムによる情報連携

3) 未定

 ②法令上の根拠

番号法第１９条第８号に基づく主務省令第2条の表

（主務省令第２条の表における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第４欄（利用特定個人情報）に「地方税関係情報」が含
まれる項

（主務省令第２条の表における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のうち、第２欄（特定個人番号利用事務）に地方税法が含まれ
る項（４８の項）

 ５．評価実施機関における担当部署

 ①部署 市民部 市民税課

 ①実施の有無

＜選択肢＞

[ 実施する ]
1) 実施する
2) 実施しない

Ⅰ　関連情報

 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 個人住民税に関する事務

 ②事務の概要

 ③システムの名称
個人住民税システム、宛名システム、団体内統合宛名システム、ｅLTAXシステム、国税連携システム、
確定申告システム、課税資料イメージ管理システム、中間サーバー、申請管理システム、個人住民税申
告ポータル、マイナポータル申請管理

 ２．特定個人情報ファイル名

課税対象者情報ファイル、課税資料ファイル、課税台帳情報ファイル

　地方税法に基づき、賦課期日の1月1日において、本市内に住所を有する個人又は本市内に事務所や
家屋敷を有する個人で本市内に住所を有しない者に対して個人住民税の賦課（課税）を行うものである。
　対象者への税額の通知については、住民・国税庁からの申告書情報、給与若しくは年金支払者から提
出された支払報告書を収集し、個人住民税の賦課決定を行い、納税通知書等を送付する。

　茅ヶ崎市は、地方税法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律（以下「番号法」という。）の規定に従い、特定個人情報を以下の事務で取り扱う。

１　住民基本台帳システムより賦課期日（１月１日）時点居住者情報の取得
２　市民､企業･事業所等､年金保険者､国税庁、他市区町村からの申告情報の収受
３　各種申告情報の個人住民税システムへの取り込み
４　庁内連携システムを通じた賦課に必要な情報(生活保護等)の取得
５　情報提供ネットワークシステムを通じた他市区町村居住被扶養者情報等の取得
６　取り込んだ情報による賦課情報の作成
７　賦課決定後、納税義務者､特別徴収義務者に対する税額通知
８　情報提供ネットワークシステムを通じた賦課情報の提供
９　庁内連携システムを通じた賦課情報の移転
１０　他市区町村居住者資料の回送
１１　地方税法第294条第3項に基づく他市区町村に対する住民登録外賦課通知
１２　電子申請機能による個人住民税申告情報の取得

 ②所属長の役職名 市民税課長
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 連絡先
郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　市民部市民税課　市民税担当
０４６７－８１－７１３９

 ６．他の評価実施機関

なし

 ７．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 請求先
郵便番号　２５３－８６８６　神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　経営総務部行政総務課　市政情報担当
電話番号　０４６７－８１－７１１０

 ８．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 適用した理由

 ９．規則第９条第２項の適用 ［ ］適用した
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1) 500人以上 2) 500人未満

1) 発生あり 2) 発生なし

10万人以上30万人未満 ]
2) 1,000人以上1万人未満
3) 1万人以上10万人未満

4) 10万人以上30万人未満

5) 30万人以上

Ⅱ　しきい値判断項目

 １．対象人数

 評価対象の事務の対象人数は何人か

＜選択肢＞

1) 1,000人未満（任意実施）

[

 いつ時点の計数か 令和6年1月1日 時点

 ２．取扱者数

 特定個人情報ファイル取扱者数は500人以上か [ 500人未満 ]
＜選択肢＞

 いつ時点の計数か 令和6年1月1日 時点

 ３．重大事故

 過去１年以内に、評価実施機関において特定個人
情報に関する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞

Ⅲ　しきい値判断結果

 しきい値判断結果

基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる
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＜選択肢＞
1) 特に力を入れている

2) 十分である

3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である

3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている

2) 十分である

3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である

3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている

2) 十分である

3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている
2) 十分である

3) 課題が残されている

＜選択肢＞
1) 特に力を入れている

2) 十分である

3) 課題が残されている

]

]

]

]

]

]

十分である

十分である

十分である

十分である

十分である

十分である

2)又は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載
されている。

基礎項目評価書及び重点項目評価書

Ⅳ　リスク対策

 目的外の入手が行われるリ
スクへの対策は十分か

 ３．特定個人情報の使用

 不正な提供・移転が行われる
リスクへの対策は十分か

 [

］接続しない（提供）

 [ ]十分である

 １．提出する特定個人情報保護評価書の種類

＜選択肢＞

[ ]

1) 基礎項目評価書
2) 基礎項目評価書及び重点項目評価書

3) 基礎項目評価書及び全項目評価書

 不正な提供が行われるリスク
への対策は十分か

 目的外の入手が行われるリ
スクへの対策は十分か

 [

[

 [

 [

］接続しない（入手）［ ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

 ２．特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

］提供・移転しない

 委託先における不正な使用
等のリスクへの対策は十分か

 目的を超えた紐付け、事務に
必要のない情報との紐付けが
行われるリスクへの対策は十
分か

 権限のない者（元職員、アク
セス権限のない職員等）によっ
て不正に使用されるリスクへ
の対策は十分か

 [

］委託しない［ ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

［ ５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

［
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＜選択肢＞

1) 特に力を入れている

2) 十分である

3) 課題が残されている

＜選択肢＞

1) 特に力を入れている

2) 十分である

3) 課題が残されている

]十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

 特定個人情報の漏えい・滅
失・毀損リスクへの対策は十
分か

 人為的ミスが発生するリスク
への対策は十分か

 [ 十分である

］人手を介在させる作業はない

 判断の根拠

課税資料にマイナンバー情報があり、システム登録する際にCS照会及び、対象者紐づけ情報に誤りが
ないよう確認をする体制を取り、人為的ミスが発生するリスクへの対策を講じている。

]

 ８．人手を介在させる作業 ［

 [
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＜選択肢＞

1) 特に力を入れて行っている

2) 十分に行っている

3) 十分に行っていない

＜選択肢＞

 1)　目的外の入手が行われるリスクへの対策

 2)　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスクへの対策

 3)　権限のない者によって不正に使用されるリスクへの対策

 4)　委託先における不正な使用等のリスクへの対策

 5)　不正な提供・移転が行われるリスクへの対策(委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。)

 6)　情報提供ネットワークシステムを通じて目的外の入手が行われるリスクへの対策

 7)　情報提供ネットワークシステムを通じて不正な提供が行われるリスクへの対策

 8)　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクへの対策

 9)　従業者に対する教育・啓発

＜選択肢＞

1) 特に力を入れている

2) 十分である

3) 課題が残されている

十分に行っている 従業者に対する教育・啓発

 10．従業者に対する教育・啓発

 実施の有無

] [

[ ○

 当該対策は十分か【再掲】  [  ]

 最も優先度が高いと考えられ
る対策

 判断の根拠

 11．最も優先度が高いと考えられる対策 ［ ○ ］全項目評価又は重点項目評価を実施する

 [ ]

 ９．監査

］　内部監査 [ ○ [ ○ ］　自己点検 ］　外部監査
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定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和4年11月10日

Ⅰ　関連情報
４．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３
４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、
５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６
７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、
９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれる
項（２７の項）

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３０、３
１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、
５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６
６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、
９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１
０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１２
０、１２１の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれる
項（２７の項）

事後

変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年9月1日

Ⅰ　関連情報
４．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３
４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、
５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６
７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、
９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれる
項（２７の項）

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３
４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、
５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６
７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、
９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれる
項（２７の項）

事前

定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和5年10月18日

Ⅰ関連情報
５．評価実施機関における担
当部署
①　部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年10月18日

Ⅰ関連情報
７．特定個人情報の開示・訂
正・利用停止請求

郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一
丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　総務部行政総務課　市政情報
担当
０４６７－８２－１１１１

郵便番号　２５３－８６８６　神奈川県茅ヶ崎市
茅ヶ崎一丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　経営総務部行政総務課　市政
情報担当
電話番号　０４６７－８１－７１１０

事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅰ関連情報
８．特定個人情報ファイルの
取扱いに関する問合せ

郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一
丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　財務部市民税課　市民税担当
０４６７－８２－１１１１

郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一
丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　市民部市民税課　市民税担当
０４６７－８１－７１３９

事後 組織改正に伴う修正

令和7年3月3日

Ⅰ関連情報
３.個人番号の利用
法令上の根拠

番号法第９条第１項　別表第一　第１６の項 番号法第９条第１項　別表　第２４の項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅰ関連情報
４.情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３０、３
１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、
５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６
６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、
９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１
０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１２
０、１２１の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれる
項（２７の項）

番号法第１９条第８号に基づく主務省令第2条
の表

（主務省令第２条の表における情報提供の根
拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（利用特定個人情報）に「地方税関係
情報」が含まれる項

（主務省令第２条の表における情報照会の根
拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（特定個人番号利用事務）に地方税
法が含まれる項（４８の項）

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱしきい値判断項目
１．対象人数
いつ時点の計数か

令和31年1月1日　時点 令和6年1月1日　時点 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱしきい値判断項目
１．取扱者数
いつ時点の計数か

令和31年1月1日　時点 令和6年1月1日　時点 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅰ　関連情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の概要

地方税法に基づき、賦課期日の1月1日におい
て、本市内に住所を有する個人又は本市内に
事務所や家屋敷を有する個人で本市内に住所
を有しない者に対して個人住民税の賦課（課
税）を行うものである。
　対象者への税額の通知については、住民・国
税庁からの申告書情報、給与若しくは年金支払
者から提出された支払報告書を収集し、個人住
民税の賦課決定を行い、納税通知書等を送付
する。

　茅ヶ崎市は、地方税法及び行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（以下「番号法」という。）の規定に従
い、特定個人情報を以下の事務で取り扱う。

１　住民基本台帳システムより賦課期日（１月１
日）時点居住者情報の取得
２　市民､企業･事業所等､年金保険者､国税庁、
他市区町村からの申告情報の収受
３　各種申告情報の個人住民税システムへの
取り込み
４　庁内連携システムを通じた賦課に必要な情
報(生活保護等)の取得
５　情報提供ネットワークシステムを通じた他市
区町村居住被扶養者情報等の取得
６　取り込んだ情報による賦課情報の作成
７　賦課決定後、納税義務者､特別徴収義務者
に対する税額通知
８　情報提供ネットワークシステムを通じた賦課
情報の提供
９　庁内連携システムを通じた賦課情報の移転
１０　他市区町村居住者資料の回送
１１　地方税法第294条第3項に基づく他市区町
村に対する住民登録外賦課通知

地方税法に基づき、賦課期日の1月1日におい
て、本市内に住所を有する個人又は本市内に
事務所や家屋敷を有する個人で本市内に住所
を有しない者に対して個人住民税の賦課（課
税）を行うものである。
　対象者への税額の通知については、住民・国
税庁からの申告書情報、給与若しくは年金支払
者から提出された支払報告書を収集し、個人住
民税の賦課決定を行い、納税通知書等を送付
する。

　茅ヶ崎市は、地方税法及び行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（以下「番号法」という。）の規定に従
い、特定個人情報を以下の事務で取り扱う。

１　住民基本台帳システムより賦課期日（１月１
日）時点居住者情報の取得
２　市民､企業･事業所等､年金保険者､国税庁、
他市区町村からの申告情報の収受
３　各種申告情報の個人住民税システムへの
取り込み
４　庁内連携システムを通じた賦課に必要な情
報(生活保護等)の取得
５　情報提供ネットワークシステムを通じた他市
区町村居住被扶養者情報等の取得
６　取り込んだ情報による賦課情報の作成
７　賦課決定後、納税義務者､特別徴収義務者
に対する税額通知
８　情報提供ネットワークシステムを通じた賦課
情報の提供
９　庁内連携システムを通じた賦課情報の移転
１０　他市区町村居住者資料の回送
１１　地方税法第294条第3項に基づく他市区町
村に対する住民登録外賦課通知
１２　電子申請機能による個人住民税申告情報
の取得

事前
地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加

Ⅰ　関連情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
③システムの名称

個人住民税システム、宛名システム、団体内統
合宛名システム、ｅLTAXシステム、国税連携シ
ステム、確定申告システム、課税資料イメージ
管理システム、中間サーバー

個人住民税システム、宛名システム、団体内統
合宛名システム、ｅLTAXシステム、国税連携シ
ステム、確定申告システム、課税資料イメージ
管理システム、中間サーバー、申請管理システ
ム、個人住民税申告ポータル、マイナポータル
申請管理

事前
地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加
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[令和６年10月　様式３]

 評価実施機関名

茅ヶ崎市長

 公表日

特定個人情報保護評価書（重点項目評価書）

評価書番号  評価書名

8 茅ヶ崎市　個人住民税に関する事務　重点項目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

　茅ヶ崎市は、個人住民税に関する事務における特定個人情報ファイルを
取り扱うにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等
の権利利益に影響を及ぼしかねないことを重視し、特定個人情報の漏えい
その他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置をもって個
人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを、ここに宣言
します。

特記事項
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項目一覧

Ⅴ　評価実施手続

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

　（別添２）　変更箇所

Ⅳ　開示請求、問合せ

Ⅰ　基本情報

（別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅲ　リスク対策
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　地方税法に基づき、賦課期日の1月1日において、本市内に住所を有する個人又は本市内に事務所や家屋
敷を有する個人で本市内に住所を有しない者に対して個人住民税の賦課（課税）を行うものである。
　対象者への税額の通知については、住民・国税庁からの申告書情報、給与若しくは年金支払者から提出さ
れた支払報告書を収集し、個人住民税の賦課決定を行い、納税通知書等を送付する。

　茅ヶ崎市は、地方税法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以
下「番号法」という。）の規定に従い、特定個人情報を以下の事務で取り扱う。

１　住民基本台帳システムより賦課期日（１月１日）時点居住者情報の取得
２　市民､企業･事業所等､年金保険者､国税庁、他市区町村からの申告情報の収受
３　各種申告情報の個人住民税システムへの取り込み
４　庁内連携システムを通じた賦課に必要な情報(生活保護等)の取得
５　情報提供ネットワークシステムを通じた他市区町村居住被扶養者情報等の取得
６　取り込んだ情報による賦課情報の作成
７　賦課決定後、納税義務者､特別徴収義務者に対する税額通知
８　情報提供ネットワークシステムを通じた賦課情報の提供
９　庁内連携システムを通じた賦課情報の移転
１０　他市区町村居住者資料の回送
１１　地方税法第294条第3項に基づく他市区町村に対する住民登録外賦課通知
１２　電子申請機能による個人住民税申告情報の取得

1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満

]

＜選択肢＞
2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 個人住民税に関する事務

 ②事務の内容

 ③対象人数 [ 10万人以上30万人未満
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１　当初課税準備
　（１）納税義務者登録機能
  　対象年度の課税処理等を行うための、基本情報を登録する。
  （２）総括表作成機能
    総括表を作成する。
  （３）申告書出力機能
    課税対象者に対する個人住民税申告書を出力する。
  （４）課税資料登録機能
    納税義務者等より提出される課税資料を登録する。
２　当初課税
  （１）当初課税機能
    申告情報等の各種資料の合算を行い、徴収区分を決定し、当初課税処理を行う。
  （２）扶養否認登録機能
    扶養対象でないことが判明した場合は、課税額の再計算を行う。
  （３）納税管理人登録機能
    当初課税対象者が死亡となった場合に、納税管理人を確認し登録を行う。
  （４）当初通知書作成機能
    納税義務者宛の当初納税通知書を作成、通知する。
    みなし課税通知（地方税法第294条第3項）を当該他市町村へ通知する。
  （５）みなし課税通知情報登録機能
    他市町村から送付されたみなし課税通知情報を登録する。
  （６）調定表（当初）出力機能
    当初賦課処理結果を基にした調定表を出力する。
３　更正
  （１）未申告／修正申告受付登録機能
    未申告者に対する通知の作成、および未申告者からの申告書、または修正申告書等を受付け、登録
する。
  （２）異動情報受付登録機能（特別徴収者）
    特別徴収義務者からの異動届出を受付け、徴収方法の変更を行う。
  （３）更正（税額変更）機能
    修正申告、減免等により税額の変更が発生した場合に税額変更処理を行う。
  （４）更正通知書作成機能
    税額変更や徴収方法の変更が発生した者に対する更正通知書を作成、通知する。
　（５）調定表（更正）出力機能
４　発行
　（１）通知書発行機能
    納税通知書、納税変更通知書、所得照会書を作成、通知する。
５　照会
　（１）賦課情報照会機能
    課税台帳より、所得、控除、税額、期割等を照会する。
    事業所情報を照会する。
６　統計
  （１）統計情報作成機能
    都道府県に報告するための各種統計情報資料を作成する。

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム

 システム1

] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] その他 （ 課税資料イメージ管理システム )

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 住民基本台帳ネットワークシステム [[
 ③他のシステムとの接続

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 ①システムの名称 個人住民税システム

 ②システムの機能

[
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] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム

[ ○ ] その他 （ 中間サーバ )

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

)

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

１　個人住民税システムへの連携機能
　既存住民基本台帳システム及び宛名システムにおいて管理する個人情報を個人住民税システムに連
携する。
２　団体内統合宛名システムとの連携機能

（１） 宛名情報を団体内統合宛名システムに連携する。
（２） 団体内統合宛名番号を取得する。

３　住登外者の管理機能
　住民（住民基本台帳法に基づく住民基本台帳に登録された者）以外の個人情報の管理を行う。

○

[

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム

システム3

①システムの名称 団体内統合宛名システム（団体内統合利用番号連携サーバ）

②システムの機能

１　団体内統合宛名管理機能
（１）団体内統合宛名番号管理機能

ア 団体内統合宛名番号の付番を行う。
イ 団体内統合宛名番号と既存業務システムの宛名番号とを紐付けて管理する。

２　宛名情報管理機能
　　氏名・住所などの基本４情報を団体内統合宛名番号に紐付けて管理する。
３　中間サーバ連携機能
　　中間サーバとのオンラインデータ連携、オフラインデータ連携用の媒体作成を行う。

[ ○ ] その他 （ 団体内統合宛名システム

システム2

①システムの名称 宛名システム

②システムの機能
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 システム5

 ①システムの名称 国税連携システム

 ②システムの機能

１　申告書情報取込
　（１）申告書情報取込機能
　　eL-TAXより連携されてくる確定申告書情報、付表情報を取り込む。
　（２）仕訳機能
　　取り込んだ情報を設定した条件に従って仕訳けを行う。
２　課税資料情報入力
　（１）確定申告書情報入力機能
　　取り込んだ確定申告書情報に対し、画像を参照しながら不足情報の入力を行う。
　（２）税法エラーチェック機能
　　所得税法に基づいたエラーチェックを行う。
３　発行
　　確定申告書出力機能
４　当初課税データ作成
　　当初課税データ作成機能
　　個人住民税システムで取り込まれる当初課税用ファイルの作成を行う。
５　団体間回送
　（１）団体間回送データ受信機能
　　他市区町村から居住者の課税資料をデータで受け取る。
　（２）団体間回送データ送信機能
　　他市区町村居住者の課税資料をデータで送付する。

[ ○ ] その他 （ 媒体での連携のため、他システムとの接続はなし )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 ②システムの機能

１　審査業務機能
　（１）税務担当者認証機能
　　審査システムの利用認証として、ユーザID、暗証番号の入力を行う機能
　（２）受信結果照会機能
　　検索条件を基に申告データ一覧の表示等を行う機能
　（３）申告書審査・照会機能
　　申告データの内容を表示し、必要に応じて職権訂正等を行う機能
　（４）申告データ印刷機能
　　申告データ等を印刷する機能
　（５）利用者通知機能
　　申告に関する連絡、利用者に対する連絡等のメッセージ送信、照会を行う機能
　（６）利用届出審査機能
　　利用届出データ等の内容を表示し、審査状況等の更新を行う機能
　（７）申請、届出データ審査、照会機能
　　申請、届出データの表示、更新、印刷等を行う機能
２　運用管理機能
　（１）税務担当者認証機能
　　審査システムの利用認証として、ユーザID、暗証番号の入力を行う機能
　（２）受付システムからの受信機能
　　利用届出データ、申告データ等の受信を行う機能
　（３）ファイル入出力機能
　　税務システム連携用の各種ファイルの出力及びXML等データのチェック、作成、送信を行う機能
　（４）税務担当者管理
　　処理権限の登録、処理権限グループの設定等を行う機能
　（５）団体回付データ受信、送信機能
　　団体回付データの出力、確認及び審査サーバへの回付データ格納、削除、送信等結果の確認を行う
機能

 システム4

 ①システムの名称 ｅLTAXシステム
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○

[ ○ ] その他 （ 確定申告システム )

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 システム7

 ①システムの名称 課税資料イメージ管理システム

 ②システムの機能

１　課税資料イメージ化機能
　 個人住民税システム等から課税資料の電子データを受取り、課税資料をイメージ化する機能
２　課税資料スキャニング機能
　 紙様式の課税資料等をスキャニングしデータ化する機能
３　課税資料イメージ検索機能
　 課税資料の資料番号や宛名番号等をもとに対象者の課税資料イメージを検索する機能
４　アノテーション機能
　 イメージにマーカー、メモ、スタンプ、付箋等を添付する機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ 課税資料イメージ管理システム )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 システム6

 ①システムの名称 確定申告システム

 ②システムの機能

１　各種データ取込
　（１）宛名情報取込機能
　　対象年度の入力処理を行うための宛名情報を取り込む。
　（２）課税資料情報取込機能
　　給与支払報告書情報、年金支払報告書情報を取り込む。
　（３）社会保険料収納情報取込機能
　　国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険の収納情報を取り込む。
２　課税資料情報入力
　（１）支払報告書情報入力機能
　　給与支払報告書情報、年金支払報告書情報を入力する。
　（２）申告情報入力機能
　　申告内容に基づき所得情報や控除情報を入力し、確定申告書、または住民税申告書の作成を行う。
３　課税資料チェック機能
　　各課税資料の関連チェックを行う。
４　当初課税データ作成機能
　　個人住民税システムで取り込まれる当初課税用ファイルの作成を行う。
　

[ ○ ] その他 （ 地方税電子申告支援サービス )

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [
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 システム10

 ①システムの名称 マイナポータル申請管理

 ②システムの機能
【地方公共団体向け機能】住民が電子申請を行った際の申請データ取得画面又は機能を地方公共団体
に公開する機能

[ ○ ] その他 （ マイナポータル申請管理 )

] 税務システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 システム9

 ①システムの名称 個人住民税申告ポータル

 ②システムの機能 個人住民税について、オンラインで申告ができる機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

 システム8

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

１　符号管理機能
　 情報照会、情報提供に用いる個人の識別子である「符号」と、情報保有機関内で個人を特定するため
に利用する「団体内統合宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管理する機能
２　情報照会機能
   情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報（連携対象）の情報照会および情報提供受領
（照会した情報の受領）を行う機能
３　情報提供機能
　 情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領および当該特定個人情報（連携対象）
の提供を行う機能
４　既存システム接続機能
　 中間サーバーと既存システム、団体内統合宛名システム及び既存住基システムとの間で情報照会内
容、情報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等について連携するための機
能
５　情報提供等記録管理機能
   特定個人情報（連携対象）の照会、または提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する機能
６　情報提供データベース管理機能
   特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する機能
７　データ送受信機能
   中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提
供、符号取得のための情報等について連携するための機能
８　セキュリティ管理機能
   セキュリティを管理するための機能
９　職員認証・権限管理機能
   中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報
（連携対象）へのアクセス制御を行う機能
１０　システム管理機能
　 バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼動状態の通知、保管期限切れ情報の削除を行う機能
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]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

実施する

[ ○ ] その他 （ 他システムとの接続はなし )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 ５．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

[

 ３．特定個人情報ファイル名

 法令上の根拠

１　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）（平成２５年５
月３１日法律第２７号）
　（１）第９条（利用範囲）第１項
　（２）別表２４の項

 ①実施の有無

 ②法令上の根拠

番号法第１９条第８号に基づく主務省令第2条の表

（主務省令第２条の表における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第４欄（利用特定個人情報）に「地方税関係情報」が含
まれる項

（主務省令第２条の表における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のうち、第２欄（特定個人番号利用事務）に地方税法が含まれ
る項（４８の項）

 ４．個人番号の利用 ※

１　課税対象者情報ファイル
２　課税資料ファイル
３　課税台帳情報ファイル
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 ②所属長の役職名 市民税課長

 ６．評価実施機関における担当部署

 ①部署 市民部市民税課

 ７．他の評価実施機関
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[

] その他

[

] 生活保護・社会福祉関係情報 [

[ ] 雇用・労働関係情報

4） 100項目以上

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報 ] 地方税関係情報 ] 健康・医療関係情報

] 障害者福祉関係情報

] 学校・教育関係情報

] 災害関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 年金関係情報

10項目以上50項目未満

[

[

（

[

別添１を参照。

[

[ ] 個人番号対応符号 ○

]

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満

＜選択肢＞

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

 ③対象となる本人の範囲　※
賦課期日（１月１日）時点で当市に住所を有する個人、または当市内に事業所または家屋敷を有する個
人で当市に住所を有しない者で、所得にかかる各種申告（給与支払報告書、公的年金支払報告書、確
定申告書等）があった者。

 その必要性 個人住民税において適切かつ公平な課税を行うために、必要な特定個人情報を保有する必要がある。

 ④記録される項目

 ②対象となる本人の数

 １．特定個人情報ファイル名

１　課税対象者情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※ [ システム用ファイル

[ 10万人以上100万人未満

[

] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所）

・識別情報

・連絡先等情報

○

 主な記録項目　※

[

] 医療保険関係情報 ] 児童福祉・子育て関係情報 [

[ ○ [

 ⑥事務担当部署 市民部市民税課

 ⑤保有開始日 平成２７年１０月

 全ての記録項目

 その妥当性

[ ○ [

[ ○

・業務関係情報

[

[

）

個人番号：対象者を正確に特定するために保有（参照）する
その他識別情報（内部番号）：当市において、個人を一意に識別するために独自の識別番号を保有する
（以降、宛名番号と表記）
基本４情報：賦課期日時点の氏名、住所等を管理するために保有する。
その他住民票関係情報：納税者と配偶者および扶養者との関係を把握するために保有する。
地方税関係情報：課税対象者の課税状況を管理するための区分を保有する

[
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受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、取り扱う個人情報、必要な理由、相手方等の項目を記載し
た書面を提出させ、市がその内容を確認し、承諾することを義務付けている。

（

]

）　件

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

10人未満

[

[

委託する

1

5） 500人以上1,000人未満

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上

１　課税対象者（納税義務者）の管理
　　以下の課税対象者（非課税者含む）情報の登録（更新）を行う
　　・１月１日現在、住民登録されている者
　　・１月１日現在、事務所・家屋敷を持っている者で、当該区市町村内に住所がない者
　　・市内に住民票はないが、居住実態のある者または課税対象者に扶養されている者

1） 再委託する 2） 再委託しない

個人住民税システムの運用保守委託

）

] 行政機関・独立行政法人等

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満

] 本人又は本人の代理人

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム] 専用線

] 地方公共団体・地方独立行政法人

）

（

10人以上50人未満

[

[

[

日本電気株式会社

）

[ ] 民間事業者 （

]

＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満

 委託の有無　※

 ②委託先における取扱者数

　個人住民税の課税漏れや二重課税を防ぎ、適正かつ公平な課税事務を効率的に行うための課税対
象者を管理するため。

 ①入手元　※

[

再委託する

 ⑥使用開始日 平成28年1月1日

 情報の突合 個人を正確に特定するために個人番号を利用して正確性を担保する。

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 ④再委託の有無　※

運用保守業務

 ⑤使用方法

[

 委託事項1

 ①委託内容 個人住民税システムの運用保守

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 ③委託先名

 ③使用目的　※

再
委
託

 使用部署 市民部市民税課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 使用者数

 ④使用の主体

] その他 （

）

[ [] 電子メール [ ○

[

 ②入手方法

）

[

] その他

[

[

（

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署 （ 市民課 ）

[ （

] 紙 [ ] フラッシュメモリ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
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] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

1万人未満

[

[

[ [ ○

[

[ ○] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

] 行っていない

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

） 件 [

 ②提供先における用途 二重課税とならないよう、賦課住所地を把握する

他市区町村個人住民税担当課 提供先1

] 提供を行っている ） 件

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

随時

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

 ⑦時期・頻度

[ ○

 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

電子錠等による入退室管理をしている部屋に設置したサーバ内に保管している。　また、サーバへのア
クセスは設定した認証条件による認証が必要となる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

[ ] その他 （

] 移転を行っている （

地方税関係情報

] フラッシュメモリ

）

 提供・移転の有無

 ③提供する情報

（ 1

市内に住民票はないが、賦課期日（1月1日）時点で居住していた課税対象者
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 ７．備考

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データは国及びガバメントクラウドのクラ
ウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの復元がなされないよう、クラウド
事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行することになるが、移行
に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施する。
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 ⑥事務担当部署 市民部市民税課

 その妥当性

個人番号：申告情報の個人を正確に特定するために保有する。
その他識別情報（内部番号）：当市において、個人を一意に識別するためにシステム独自の識別番号
（宛名番号）を保有する。
基本４情報：賦課期日時点の氏名、住所等を管理するために保有する。
連絡先：申告内容の確認等による連絡手段のために保有する。
その他住民票関係情報：納税者と配偶者および扶養者との関係を把握するために保有する。
国税関係情報：住民税賦課に必要な所得税情報確認のため保有する。
地方税関係情報：課税の元となる所得、控除情報および課税情報を保有する。
健康・医療関係情報、医療保険関係情報、障害者福祉関係情報：所得控除確認のため保有する。
年金関係情報：年金所得情報を把握するため保有する。

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成２７年１０月

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

○ ] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ○ ] 健康・医療関係情報

[ ○ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 個人住民税において適切かつ公平な課税を行うために、必要な特定個人情報を保有する必要がある。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

２　課税資料ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※
　賦課期日（1月1日）時点で当市に住所を有する個人、または当市内に事業所または家屋敷を有する個
人で当市に住所を有しない者で、所得にかかる各種申告（給与支払報告書、公的年金支払報告書、確
定申告書等）があった者およびその扶養者。

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
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 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

再委託しない ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 株式会社北斗システム

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満

 使用者数

＜選択肢＞

4） 100人以上500人未満

（ 2 ）　件

 委託事項1 個人住民税システム用データ作成委託

 ①委託内容 個人住民税システム用データ作成

 ⑥使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ○ ] その他 （

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

１　給与支払報告書の登録
　事業所から送付される給与支払報告書情報を登録し、他の申告等との名寄せ条件として氏名・生年月
日に加えて個人番号を利用する。
２　公的年金支払報告書の登録
　年金保険者から送付される公的年金支払報告書を登録し、他の申告等との名寄せ条件として氏名・生
年月日に加えて個人番号を利用する。
３　確定申告書・個人住民税の申告書の登録
　税務署、市町村窓口、e-tax等で申告された確定申告書や、市町村窓口、電子申告分によるeLTAX及
びマイナポータル申請管理システムを通じて申告された住民税の申告書等を登録し、他の申告等との名
寄せ条件として氏名・生年月日に加えて個人番号を利用する。
４　二重扶養者の確認
　申告書に記載された扶養者情報について、当該市および他市において二重に扶養者として登録され
ていないか確認する条件として、氏名に加えて個人番号を利用して確認する。

 情報の突合
１　各種報告書、申告書情報を納税義務者で突合し、合算判断を行う。【上記１、２、３】
２　同一世帯の納税義務者で当該市および他市の申告情報に記載された扶養者情報に、同一個人が
二重登録されていないか確認する。【上記４】

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

マイナポータル申請管理 ）

 ③使用目的　※
申告書等に記載された納税義務者および扶養者の個人情報を保持し、申告書の名寄せおよび扶養者
の確認に利用する。

 ④使用の主体

 使用部署 市民部市民税課

○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他市区町村税務事務担当課 ）

[ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ○ ] 専用線

（ ）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁（税務署）、公的年金等支払者（日本年金機構） ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構を除く） ）

[
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

申告書や添付資料のイメージデータを含む電子申請データについては、電子錠等による入退室管理を
している部屋に設置したサーバ内に保管している。サーバへのアクセスは設定した認証条件による認証
が必要となる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ⑦時期・頻度 随時

○ ] 紙

[ ] その他 （ ）

] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] フラッシュメモリ [

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

　紙又は電子媒体による申告資料（給与支払報告書、公的年金等支払報告書等）で提出されたもの、国
税連携システムで受信した国税データのうち、他市区町村に課税資料を回送すべき対象者

 ③提供する情報 地方税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

 提供先1 他市区町村税務事務担当課

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ②提供先における用途 賦課住所地となる他市区町村で申告情報の登録を行うため

] 移転を行っている （ ） 件

[ ] 行っていない

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 1 ） 件 [

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ]
1） 再委託する 2） 再委託しない

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 株式会社ＴＫＣ

 ①委託内容 地方税電子申告支援サービス業務

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 50人以上100人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

 委託事項2 地方税電子申告支援サービス業務委託
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＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データは国及びガバメントクラウドのクラ
ウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの復元がなされないよう、クラウド
事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行することになるが、移行
に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施する。

 ７．備考
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 ⑥事務担当部署 市民部市民税課

 その妥当性

個人番号：申告情報の個人を正確に特定するために保有する。
その他識別情報（内部番号）：当市において、個人を一意に識別するためにシステム独自の識別番号
（宛名番号）を保有する。
基本４情報：賦課期日時点の氏名、住所等を管理するために保有する。
連絡先：申告内容の確認等による連絡手段のために保有する。
その他住民票関係情報：納税者と配偶者および扶養者との関係を把握するために保有する。
国税関係情報：住民税賦課に必要な所得税情報確認のため保有する。
地方税関係情報：課税の元となる所得、控除情報および課税情報を保有する。
健康・医療関係情報、医療保険関係情報、障害者福祉関係情報：所得控除確認のため保有する。
生活保護・社会福祉関係情報：生活保護非課税判定のため保有する。
介護・高齢者福祉関係情報：年金特徴判定のため保有する。
年金関係情報：年金所得情報を把握するため保有する。

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成２７年１０月

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

○ ] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ○ ] 健康・医療関係情報

[ ○ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性 個人住民税において適切かつ公平な課税を行うために、必要な特定個人情報を保有する必要がある。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 10項目以上50項目未満 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

３　課税台帳情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※

　賦課期日（１月１日）時点で当市に住所を有する個人、または当市内に事業所または家屋敷を有する
個人で当市に住所を有しない者で、所得にかかる各種申告（給与支払報告書、公的年金支払報告書、
確定申告書等）があった者およびその扶養者。
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出・死亡等の事由により住民票が削除された者（以下消除
者」という。）を含む

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
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 使用者数

＜選択肢＞

 ⑥使用開始日 平成28年1月1日

 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ] その他 （

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

１　課税対象者（納税義務者）の管理
　　以下の課税対象者（非課税者含む）情報の登録（更新）を行う
　（１）１月１日現在、住民登録されている者
　（２）１月１日現在、事務所・家屋敷を持っている者で、当該区市町村内に住所がない者
　（３）市内に住民票はないが、居住実態のある者

 情報の突合 個人を正確に特定するために個人番号を利用して正確性を担保する。

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

）

 ③使用目的　※ 個人住民税の適正かつ公平な課税事務を効率的に行うための課税対象者を管理するため。

 ④使用の主体

 使用部署 市民部市民税課

○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他市区町村税務事務担当課 ）

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ○ ] 専用線

（
市民課、生活支援課、障がい福祉課、保険年金課、介
護保険課

）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁（税務署）、公的年金等支払者（日本年金機構） ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構を除く） ）

[
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 ⑤再委託の許諾方法
　受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、取り扱う個人情報、必要な理由、相手方等の項目を記載
した書面を提出させ、市がその内容を確認し、承諾することを義務付けている。

 ⑥再委託事項 委託業務の一部

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する ]
1） 再委託する 2） 再委託しない

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 株式会社アコーダ

 ①委託内容 市・県民税普通徴収納税通知書等のブッキング及び封入封緘

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

 ⑤再委託の許諾方法
　受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、取り扱う個人情報、必要な理由、相手方等の項目を記載
した書面を提出させ、市がその内容を確認し、承諾することを義務付けている。

 ⑥再委託事項 委託業務の一部

 委託事項3 市・県民税普通徴収納税通知書等のブッキング及び封入封緘業務委託

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する ]
1） 再委託する 2） 再委託しない

3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 株式会社アコーダ

 ①委託内容 市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額通知書等のブッキング及び封入封緘

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

 ⑤再委託の許諾方法
　受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、取り扱う個人情報、必要な理由、相手方等の項目を記載
した書面を提出させ、市がその内容を確認し、承諾することを義務付けている。

 ⑥再委託事項 運用保守業務

 委託事項2 市民税・県民税・森林環境税特別徴収税額通知書等のブッキング及び封入封緘業務

再委託する ] 1） 再委託する 2） 再委託しない

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ③委託先名 日本電気株式会社

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ]
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

（ 3 ）　件

 委託事項1 個人住民税システムの運用保守委託

 ①委託内容 個人住民税システムの運用保守

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない
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 ⑦時期・頻度 申請の都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 特別徴収税額決定情報を特別徴収義務者が把握するため

 ③提供する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 情報提供ネットワークシステムを通じて特定個人情報の提供依頼のあった都度

 提供先2 特別徴収義務者・企業

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] フラッシュメモリ [

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

　「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ③提供する情報 特定個人情報ファイルの範囲と同様

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

 提供先1 番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に定める情報照会者（第１欄参照）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表

 ②提供先における用途 主務省令第２条の表に定める各事務

] 移転を行っている （ 9 ） 件

[ ] 行っていない

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 4 ） 件 [ ○
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 ⑦時期・頻度 申請の都度

] 紙

[ ○ ] その他 （ 庁内連携システム ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 就学援助に関する業務

 ③提供する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 ９月頃（年１回）

 提供先4 教育委員会　教育総務部　学務課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 扶養控除否認事項に関する業務

 ③提供する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 提供先3 国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号
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 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 国民健康保険に関する業務、国民年金に関する業務、後期高齢者医療制度に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

 移転先2 福祉部　保険年金課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 各種予防接種及び検診に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 移転先1 保健所　健康増進課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項
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 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 自立支援給付、地域生活支援に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

 移転先4 福祉部　障がい福祉課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 生活保護に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 移転先3 福祉部　生活支援課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項
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 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途
児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当に関する業務、養育医療に関する業務、育成医療に関す
る業務、母子及び父子並びに寡婦福祉法に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

 移転先6 こども育成部　こども政策課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 高齢者福祉に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 移転先5 福祉部　高齢福祉課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項
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 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 公営住宅の管理に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

 移転先8 建設部　建築課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 保育園入園に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 移転先7 こども育成部　保育課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項
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＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー･プラットフォームの事業者及びクラ
ウドサービス事業者が特定個人情報を消去することはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメンテナンス等によりディスクやハード等を交換する際は、クラウド
サービス事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊
を行う。さらに、第三者の監査機関が定期的に発行するレポートにより、クラウドサービス事業者において、確実にデータの暗号化消去
及び物理的破壊が行われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報システム機構及び中間サーバー・プラットフォームの事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、データセンターに設置しているディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データは国及びガバメントクラウドのクラ
ウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの復元がなされないよう、クラウド
事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ移行することになるが、移行
に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等を実施する。

 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

＜茅ヶ崎市における措置＞
電子錠等による入退室管理をしている部屋に設置したサーバ内に保管している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件による認証が必要となる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド
サービス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されて
いるほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保有・管理する環境に構築する中間サーバーのデータ
ベース内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

 ７．備考

 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 介護保険に関する業務

 ③移転する情報 個人住民税課税台帳情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満

 移転先9 福祉部　介護保険課

 ①法令上の根拠 番号法第９条第２項
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 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

１　課税対象者情報ファイル
1.課税年度、2.宛名番号、3.個人番号（※）、4.氏名、5.住所、6.生年月日、7.性別、8.世帯番号、9.続柄、10.世帯主名、11.納税義務
区分、12.更新年月日、13.更新職員ID

２　課税資料ファイル
1.課税年度、2.宛名番号、3.更新年月日、4.更新職員ID、5.資料区分、6.資料管理番号、7.納税者（受給者）の個人番号（※）、8.事
業所番号、9.控除対象配偶者区分、10.本人該当、11.配偶者未成年区分、12.障害区分、13.老人・寡婦・ひとり親・勤労学生区
分、14.扶養人数、15.特定、16.年少、17.老人同居、18.老人、19.その他、20.その他（16歳以上18歳以下）、21.その他（23歳以上69
歳以下）、22.扶養障害人数 、23.特別障害者人数、24.普通障害者人数、25.扶養者情報、26.扶養者の宛名番号、27.扶養者の個
人番号、28.扶養区分、29.所得金額、30.営業等所得、31.農業所得、32.その他事業所得、33.不動産所得、34.利子所得、35.配当
所得（所得税）、36.給与所得、37.雑所得、38.総合短期譲渡所得、39.総合長期譲渡所得、40.一時所得、41.長短期一時所得1/2、
42.分離短期譲渡特別控除前（一般）、43.分離短期譲渡所得（一般）、44.分離短期譲渡特別控除前（軽減）、45.分離短期譲渡所
得（軽減）、46.分離短期譲渡課税所得、47.分離長期譲渡特別控除前（一般）、48.分離長期譲渡所得（一般）、49.分離長期譲渡
特別控除前（特定）、50.分離長期譲渡所得（特定）、51.分離長期譲渡特別控除前（軽課）、52.分離長期譲渡所得（軽課）、53.分
離長期譲渡課税所得、54.分離株式譲渡所得（一般）、55.分離株式譲渡所得（新株）、56.分離株式譲渡所得、57.分離株式譲渡
課税所得、58.山林所得特別控除前、59.山林所得、60.山林課税所得、61.退職所得、62.退職課税所得、63.総合課税所得、64.総
合短期譲渡特別控除前、65.総合長期譲渡特別控除前、66.一時所得特別控除前、67.先物取引所得、68.先物取引課税所得、69.
分離株式譲渡所得（未公開）、70.分離株式譲渡所得（上場）、71.分離配当所得、72.分離配当課税所得、73.株式譲渡繰越控除、
74.先物取引繰越控除、75.居住用財産繰越控除、76.配当所得、77.非居住特例、78.変動所得、79.前年変動所得、80.前々年変動
所得、81.臨時所得、82.平均課税対象額、83.純損失、84.雑損失、85.総所得金額等、86.一般給与所得、87.公的年金所得、88.そ
の他雑所得、89.免税所得、90.特例肉用牛所得（売却額）、91.土地等事業所得、92.超短期土地等事業所得、93.非課税所得、94.
特例肉用牛課税所得、95.収入金額、96.営業等収入、97.農業収入、98.その他事業収入、99.不動産収入、100.利子収入、101.配
当収入、102.給与収入、103.雑収入（公的年金）、104.雑収入（その他）、105.分離株式譲渡収入（一般）、106.分離株式譲渡収入
（新株）、107.退職収入、108.専従者給与収入、109.専従者給与所得、110.先物取引収入、111.分離株式譲渡収入（未公開）、112.
分離株式譲渡収入（上場）、113.分離配当収入、114.総合短期譲渡収入、115.総合長期譲渡収入、116.一時収入、117.分離短期
譲渡収入（一般）、118.分離短期譲渡収入（軽減）、119.分離長期譲渡収入（一般）、120.分離長期譲渡収入（特定）、121.分離長
期譲渡収入（軽課）、122.山林収入、123.支払金額、124.医療費支払額、125.旧個人年金保険料、126.旧長期保険料、127.社会保
険料、128.寄附金支払額（特例控除）、129.寄附金支払額（市町村指定）、130.寄附金支払額（道府県指定）、131.寄附金支払額
（募金・日赤）、132.1号支払額、133.2号支払額、134.3号支払額、135.短期保険料、136.旧一般生命保険料、137.地震保険料、
138.新一般生命保険料、139.新個人年金保険料、140.介護医療保険料、141.国民年金保険料等の金額、142.医療費補てん額、
143.寄附金支払額（所得税）、144.寄附金支払額（地方税）、145.控除金額、146.雑損控除、147.医療費控除、148.社会保険料控
除、149.小規模共済掛金控除、150.生命保険料控除、151.損害保険料控除、152.寄附金控除、153.寄附金控除（所得税）、154.老
年者控除、155.寡婦・寡夫控除、156.勤労学生控除、157.障害者控除、158.配偶者控除、159.配偶者特別控除、160.扶養控除、
161.基礎控除、162.配偶者合計所得、163.専従者控除合計額、164.地震保険料控除、165.特別控除額、166.配当控除、167.住宅
取得等特別控除、168.政党等寄附金特別控除、169.災害減免額、170.外国税額控除、171.定率減税額、172.分離短期譲渡特別
控除（一般）、173.分離短期譲渡特別控除（軽減）、174.分離長期譲渡特別控除（一般）、175.分離長期譲渡特別控除（特定）、
176.分離長期譲渡特別控除（軽課）、177.山林所得特別控除、178.総合譲渡特別控除、179.一時所得特別控除、180.住宅耐震改
修特別控除、181.住宅借入金等特別控除可能額、182.電子証明書等特別控除、183.住宅借入金等特別控除見込額、184.長期
優良住宅新築等特別税額控除、185.既存住宅特定改修特別税額控除、186.認定ＮＰＯ法人等特別税額控除、187.配当割、188.
株式譲渡所得割、189.特定支出控除、190.退職所得控除額、191.外国税額控除対象額（道府県民税）、192.外国税額控除対象
額（市町村民税）、193.投資・リース税額控除、194.業務雑所得、195.雑収入（業務）、196.寡婦・ひとり親控除、197.所得金額調整
控除、198.定額減税除外人数

３　課税台帳情報ファイル
1.課税年度、2.宛名番号、3.個人番号（※）、4.更新年月日、5.更新職員ID、6.課税所得情報、7.課税区分、8.申告区分、9.事業所
番号、10.資料管理番号、11.控除対象配偶者区分、12.本人該当、13.配偶者未成年区分、14.障害区分、15.老人・寡婦・ひとり親・
勤労学生区分、16.扶養人数、17.特定、18.年少、19.老人同居、20.老人、21.その他、22.その他（16歳以上18歳以下）、23.その他
（23歳以上69歳以下）、24.扶養障害人数、25.特別障害者人数、26.普通障害者人数、27.都道府県民税額、28.均等割額、29.所得
割額、30.市町村民税額、31.均等割額、32.所得割額、33.年税額、34.普通徴収、35.特別徴収、36.年金特徴、37.公年所得算出税
額、38.給年所得算出税額、39.所得金額、40.営業等所得、41.農業所得、42.その他事業所得、43.不動産所得、44.利子所得、45.
配当所得（所得税）、46.給与所得、47.雑所得、48.総合短期譲渡所得、49.総合長期譲渡所得、50.一時所得、51.長短期一時所得
1/2、52.分離短期譲渡特別控除前（一般）、53.分離短期譲渡所得（一般）、54.分離短期譲渡特別控除前（軽減）、55.分離短期譲
渡所得（軽減）、56.分離短期譲渡課税所得、57.分離長期譲渡特別控除前（一般）、58.分離長期譲渡所得（一般）、59.分離長期
譲渡特別控除前（特定）、60.分離長期譲渡所得（特定）、61.分離長期譲渡特別控除前（軽課）、62.分離長期譲渡所得（軽課）、
63.分離長期譲渡課税所得、64.分離株式譲渡所得（一般）、65.分離株式譲渡所得（新株）、66.分離株式譲渡所得、67.分離株式
譲渡課税所得、68.山林所得特別控除前、69.山林所得、70.山林課税所得、71.退職所得、72.退職課税所得、73.総合課税所得、
74.総合短期譲渡特別控除前、75.総合長期譲渡特別控除前、76.一時所得特別控除前、77.先物取引所得、78.先物取引課税所
得、79.分離株式譲渡所得（未公開）、80.分離株式譲渡所得（上場）、81.分離配当所得、82.分離配当課税所得、83.株式譲渡繰越
控除、84.先物取引繰越控除、85.居住用財産繰越控除、86.配当所得、87.非居住特例、88.変動所得、89.前年変動所得、90.前々
年変動所得、91.臨時所得、92.平均課税対象額、93.純損失、94.雑損失、95.総所得金額等、96.一般給与所得、97.公的年金所
得、98.その他雑所得、99.免税所得、100.特例肉用牛所得（売却額）、101.土地等事業所得、102.超短期土地等事業所得、103.非
課税所得、104.特例肉用牛課税所得、105.収入金額、106.営業等収入、107.農業収入、108.その他事業収入、109.不動産収入、
110.利子収入、111.配当収入、112.給与収入、113.雑収入（公的年金）、114.雑収入（その他）、115.分離株式譲渡収入（一般）、
116.分離株式譲渡収入（新株）、117.退職収入、118.専従者給与収入、119.専従者給与所得、120.先物取引収入、121.分離株式
譲渡収入（未公開）、122.分離株式譲渡収入（上場）、123.分離配当収入、124.総合短期譲渡収入、125.総合長期譲渡収入、126.
一時収入、127.分離短期譲渡収入（一般）、128.分離短期譲渡収入（軽減）、129.分離長期譲渡収入（一般）、130.分離長期譲渡
収入（特定）、131.分離長期譲渡収入（軽課）、132.山林収入、133.支払金額、134.医療費支払額、135.旧個人年金保険料、136.旧
長期保険料、137.社会保険料、138.寄附金支払額（特例控除）、139.寄附金支払額（市町村指定）、140.寄附金支払額（道府県指
定）、141.寄附金支払額（募金・日赤）、142.1号支払額、143.2号支払額、144.3号支払額、145.短期保険料、146.旧一般生命保険
料、147.地震保険料、148.新一般生命保険料、149.新個人年金保険料、150.介護医療保険料、151.国民年金保険料等の金額、
152.医療費補てん額、153.寄附金支払額（所得税）、154.寄附金支払額（地方税）、155.控除金額、156.雑損控除、157.医療費控
除、158.社会保険料控除、159.小規模共済掛金控除、160.生命保険料控除、161.損害保険料控除、162.寄附金控除、163.寄附金
控除（所得税）、164.老年者控除、165.寡婦・寡夫控除、166.勤労学生控除、167.障害者控除、168.配偶者控除、169.配偶者特別
控除、170.扶養控除、171.基礎控除、172.配偶者合計所得、173.専従者控除合計額、174.地震保険料控除、175.特別控除額、
176.配当控除、177.住宅取得等特別控除、178.政党等寄附金特別控除、179.災害減免額、180.外国税額控除、181.定率減税額、
182.分離短期譲渡特別控除（一般）、183.分離短期譲渡特別控除（軽減）、184.分離長期譲渡特別控除（一般）、185.分離長期譲
渡特別控除（特定）、186.分離長期譲渡特別控除（軽課）、187.山林所得特別控除、188.総合譲渡特別控除、189.一時所得特別
控除、190.住宅耐震改修特別控除、191.住宅借入金等特別控除可能額、192.電子証明書等特別控除、193.住宅借入金等特別
控除見込額、194.長期優良住宅新築等特別税額控除、195.既存住宅特定改修特別税額控除、196.認定ＮＰＯ法人等特別税額控
除、197.配当割、198.株式譲渡所得割、199.特定支出控除、200.退職所得控除額、201.外国税額控除対象額（道府県民税）、202.
外国税額控除対象額（市町村民税）、203.投資・リース税額控除、204.税額、205.分離短期譲渡所得税額、206.分離長期譲渡所
得税額、207.分離株式譲渡所得税額、208.山林所得税額、209.退職所得税額、210.総合所得税額、211.差引所得税額、212.再差
引所得税額、213.源泉徴収税額、214.申告納税額、215.控除前所得税額、216.還付所得税額、217.先物取引所得税額、218.分離
配当所得税額、219.還付充当可能額（配当割・譲渡割）、220.1号源泉徴収税額、221.2号源泉徴収税額、222.3号源泉徴収税額、
223.定率減税後所得税額、224.申告所得税額、225.特例肉用牛所得税額、226.必要経費、227.総合短期譲渡必要経費、228.総
合長期譲渡必要経費、229.一時必要経費、230.分離短期譲渡必要経費（一般）、231.分離短期譲渡必要経費（軽減）、232.分離
長期譲渡必要経費（一般）、233.分離長期譲渡必要経費（特定）、234.分離長期譲渡必要経費（軽課）、235.株式譲渡必要経費
（未公開）、236.株式譲渡必要経費（上場）、237.先物取引必要経費、238.山林必要経費、239.株式譲渡必要経費（一般）、240.株
式譲渡必要経費（新株）、241.分離配当必要経費、242.業務雑所得、243.雑収入（業務）、244.寡婦・ひとり親控除、245.所得金額
調整控除、246.市民税減免額、247.県民税減免額、248.定額減税除外人数、249.市定額減税額、250.県定額減税額、251.森林環
境税免税額

※個人番号は、宛名番号と紐づけて宛名管理システムの情報から参照する。
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１　課税対象者情報ファイル
1.課税年度、2.宛名番号、3.個人番号（※）、4.氏名、5.住所、6.生年月日、7.性別、8.世帯番号、9.続柄、10.世帯主名、11.納税義務
区分、12.更新年月日、13.更新職員ID

２　課税資料ファイル
1.課税年度、2.宛名番号、3.更新年月日、4.更新職員ID、5.資料区分、6.資料管理番号、7.納税者（受給者）の個人番号（※）、8.事
業所番号、9.控除対象配偶者区分、10.本人該当、11.配偶者未成年区分、12.障害区分、13.老人・寡婦・ひとり親・勤労学生区
分、14.扶養人数、15.特定、16.年少、17.老人同居、18.老人、19.その他、20.その他（16歳以上18歳以下）、21.その他（23歳以上69
歳以下）、22.扶養障害人数 、23.特別障害者人数、24.普通障害者人数、25.扶養者情報、26.扶養者の宛名番号、27.扶養者の個
人番号、28.扶養区分、29.所得金額、30.営業等所得、31.農業所得、32.その他事業所得、33.不動産所得、34.利子所得、35.配当
所得（所得税）、36.給与所得、37.雑所得、38.総合短期譲渡所得、39.総合長期譲渡所得、40.一時所得、41.長短期一時所得1/2、
42.分離短期譲渡特別控除前（一般）、43.分離短期譲渡所得（一般）、44.分離短期譲渡特別控除前（軽減）、45.分離短期譲渡所
得（軽減）、46.分離短期譲渡課税所得、47.分離長期譲渡特別控除前（一般）、48.分離長期譲渡所得（一般）、49.分離長期譲渡
特別控除前（特定）、50.分離長期譲渡所得（特定）、51.分離長期譲渡特別控除前（軽課）、52.分離長期譲渡所得（軽課）、53.分
離長期譲渡課税所得、54.分離株式譲渡所得（一般）、55.分離株式譲渡所得（新株）、56.分離株式譲渡所得、57.分離株式譲渡
課税所得、58.山林所得特別控除前、59.山林所得、60.山林課税所得、61.退職所得、62.退職課税所得、63.総合課税所得、64.総
合短期譲渡特別控除前、65.総合長期譲渡特別控除前、66.一時所得特別控除前、67.先物取引所得、68.先物取引課税所得、69.
分離株式譲渡所得（未公開）、70.分離株式譲渡所得（上場）、71.分離配当所得、72.分離配当課税所得、73.株式譲渡繰越控除、
74.先物取引繰越控除、75.居住用財産繰越控除、76.配当所得、77.非居住特例、78.変動所得、79.前年変動所得、80.前々年変動
所得、81.臨時所得、82.平均課税対象額、83.純損失、84.雑損失、85.総所得金額等、86.一般給与所得、87.公的年金所得、88.そ
の他雑所得、89.免税所得、90.特例肉用牛所得（売却額）、91.土地等事業所得、92.超短期土地等事業所得、93.非課税所得、94.
特例肉用牛課税所得、95.収入金額、96.営業等収入、97.農業収入、98.その他事業収入、99.不動産収入、100.利子収入、101.配
当収入、102.給与収入、103.雑収入（公的年金）、104.雑収入（その他）、105.分離株式譲渡収入（一般）、106.分離株式譲渡収入
（新株）、107.退職収入、108.専従者給与収入、109.専従者給与所得、110.先物取引収入、111.分離株式譲渡収入（未公開）、112.
分離株式譲渡収入（上場）、113.分離配当収入、114.総合短期譲渡収入、115.総合長期譲渡収入、116.一時収入、117.分離短期
譲渡収入（一般）、118.分離短期譲渡収入（軽減）、119.分離長期譲渡収入（一般）、120.分離長期譲渡収入（特定）、121.分離長
期譲渡収入（軽課）、122.山林収入、123.支払金額、124.医療費支払額、125.旧個人年金保険料、126.旧長期保険料、127.社会保
険料、128.寄附金支払額（特例控除）、129.寄附金支払額（市町村指定）、130.寄附金支払額（道府県指定）、131.寄附金支払額
（募金・日赤）、132.1号支払額、133.2号支払額、134.3号支払額、135.短期保険料、136.旧一般生命保険料、137.地震保険料、
138.新一般生命保険料、139.新個人年金保険料、140.介護医療保険料、141.国民年金保険料等の金額、142.医療費補てん額、
143.寄附金支払額（所得税）、144.寄附金支払額（地方税）、145.控除金額、146.雑損控除、147.医療費控除、148.社会保険料控
除、149.小規模共済掛金控除、150.生命保険料控除、151.損害保険料控除、152.寄附金控除、153.寄附金控除（所得税）、154.老
年者控除、155.寡婦・寡夫控除、156.勤労学生控除、157.障害者控除、158.配偶者控除、159.配偶者特別控除、160.扶養控除、
161.基礎控除、162.配偶者合計所得、163.専従者控除合計額、164.地震保険料控除、165.特別控除額、166.配当控除、167.住宅
取得等特別控除、168.政党等寄附金特別控除、169.災害減免額、170.外国税額控除、171.定率減税額、172.分離短期譲渡特別
控除（一般）、173.分離短期譲渡特別控除（軽減）、174.分離長期譲渡特別控除（一般）、175.分離長期譲渡特別控除（特定）、
176.分離長期譲渡特別控除（軽課）、177.山林所得特別控除、178.総合譲渡特別控除、179.一時所得特別控除、180.住宅耐震改
修特別控除、181.住宅借入金等特別控除可能額、182.電子証明書等特別控除、183.住宅借入金等特別控除見込額、184.長期
優良住宅新築等特別税額控除、185.既存住宅特定改修特別税額控除、186.認定ＮＰＯ法人等特別税額控除、187.配当割、188.
株式譲渡所得割、189.特定支出控除、190.退職所得控除額、191.外国税額控除対象額（道府県民税）、192.外国税額控除対象
額（市町村民税）、193.投資・リース税額控除、194.業務雑所得、195.雑収入（業務）、196.寡婦・ひとり親控除、197.所得金額調整
控除、198.定額減税除外人数

３　課税台帳情報ファイル
1.課税年度、2.宛名番号、3.個人番号（※）、4.更新年月日、5.更新職員ID、6.課税所得情報、7.課税区分、8.申告区分、9.事業所
番号、10.資料管理番号、11.控除対象配偶者区分、12.本人該当、13.配偶者未成年区分、14.障害区分、15.老人・寡婦・ひとり親・
勤労学生区分、16.扶養人数、17.特定、18.年少、19.老人同居、20.老人、21.その他、22.その他（16歳以上18歳以下）、23.その他
（23歳以上69歳以下）、24.扶養障害人数、25.特別障害者人数、26.普通障害者人数、27.都道府県民税額、28.均等割額、29.所得
割額、30.市町村民税額、31.均等割額、32.所得割額、33.年税額、34.普通徴収、35.特別徴収、36.年金特徴、37.公年所得算出税
額、38.給年所得算出税額、39.所得金額、40.営業等所得、41.農業所得、42.その他事業所得、43.不動産所得、44.利子所得、45.
配当所得（所得税）、46.給与所得、47.雑所得、48.総合短期譲渡所得、49.総合長期譲渡所得、50.一時所得、51.長短期一時所得
1/2、52.分離短期譲渡特別控除前（一般）、53.分離短期譲渡所得（一般）、54.分離短期譲渡特別控除前（軽減）、55.分離短期譲
渡所得（軽減）、56.分離短期譲渡課税所得、57.分離長期譲渡特別控除前（一般）、58.分離長期譲渡所得（一般）、59.分離長期
譲渡特別控除前（特定）、60.分離長期譲渡所得（特定）、61.分離長期譲渡特別控除前（軽課）、62.分離長期譲渡所得（軽課）、
63.分離長期譲渡課税所得、64.分離株式譲渡所得（一般）、65.分離株式譲渡所得（新株）、66.分離株式譲渡所得、67.分離株式
譲渡課税所得、68.山林所得特別控除前、69.山林所得、70.山林課税所得、71.退職所得、72.退職課税所得、73.総合課税所得、
74.総合短期譲渡特別控除前、75.総合長期譲渡特別控除前、76.一時所得特別控除前、77.先物取引所得、78.先物取引課税所
得、79.分離株式譲渡所得（未公開）、80.分離株式譲渡所得（上場）、81.分離配当所得、82.分離配当課税所得、83.株式譲渡繰越
控除、84.先物取引繰越控除、85.居住用財産繰越控除、86.配当所得、87.非居住特例、88.変動所得、89.前年変動所得、90.前々
年変動所得、91.臨時所得、92.平均課税対象額、93.純損失、94.雑損失、95.総所得金額等、96.一般給与所得、97.公的年金所
得、98.その他雑所得、99.免税所得、100.特例肉用牛所得（売却額）、101.土地等事業所得、102.超短期土地等事業所得、103.非
課税所得、104.特例肉用牛課税所得、105.収入金額、106.営業等収入、107.農業収入、108.その他事業収入、109.不動産収入、
110.利子収入、111.配当収入、112.給与収入、113.雑収入（公的年金）、114.雑収入（その他）、115.分離株式譲渡収入（一般）、
116.分離株式譲渡収入（新株）、117.退職収入、118.専従者給与収入、119.専従者給与所得、120.先物取引収入、121.分離株式
譲渡収入（未公開）、122.分離株式譲渡収入（上場）、123.分離配当収入、124.総合短期譲渡収入、125.総合長期譲渡収入、126.
一時収入、127.分離短期譲渡収入（一般）、128.分離短期譲渡収入（軽減）、129.分離長期譲渡収入（一般）、130.分離長期譲渡
収入（特定）、131.分離長期譲渡収入（軽課）、132.山林収入、133.支払金額、134.医療費支払額、135.旧個人年金保険料、136.旧
長期保険料、137.社会保険料、138.寄附金支払額（特例控除）、139.寄附金支払額（市町村指定）、140.寄附金支払額（道府県指
定）、141.寄附金支払額（募金・日赤）、142.1号支払額、143.2号支払額、144.3号支払額、145.短期保険料、146.旧一般生命保険
料、147.地震保険料、148.新一般生命保険料、149.新個人年金保険料、150.介護医療保険料、151.国民年金保険料等の金額、
152.医療費補てん額、153.寄附金支払額（所得税）、154.寄附金支払額（地方税）、155.控除金額、156.雑損控除、157.医療費控
除、158.社会保険料控除、159.小規模共済掛金控除、160.生命保険料控除、161.損害保険料控除、162.寄附金控除、163.寄附金
控除（所得税）、164.老年者控除、165.寡婦・寡夫控除、166.勤労学生控除、167.障害者控除、168.配偶者控除、169.配偶者特別
控除、170.扶養控除、171.基礎控除、172.配偶者合計所得、173.専従者控除合計額、174.地震保険料控除、175.特別控除額、
176.配当控除、177.住宅取得等特別控除、178.政党等寄附金特別控除、179.災害減免額、180.外国税額控除、181.定率減税額、
182.分離短期譲渡特別控除（一般）、183.分離短期譲渡特別控除（軽減）、184.分離長期譲渡特別控除（一般）、185.分離長期譲
渡特別控除（特定）、186.分離長期譲渡特別控除（軽課）、187.山林所得特別控除、188.総合譲渡特別控除、189.一時所得特別
控除、190.住宅耐震改修特別控除、191.住宅借入金等特別控除可能額、192.電子証明書等特別控除、193.住宅借入金等特別
控除見込額、194.長期優良住宅新築等特別税額控除、195.既存住宅特定改修特別税額控除、196.認定ＮＰＯ法人等特別税額控
除、197.配当割、198.株式譲渡所得割、199.特定支出控除、200.退職所得控除額、201.外国税額控除対象額（道府県民税）、202.
外国税額控除対象額（市町村民税）、203.投資・リース税額控除、204.税額、205.分離短期譲渡所得税額、206.分離長期譲渡所
得税額、207.分離株式譲渡所得税額、208.山林所得税額、209.退職所得税額、210.総合所得税額、211.差引所得税額、212.再差
引所得税額、213.源泉徴収税額、214.申告納税額、215.控除前所得税額、216.還付所得税額、217.先物取引所得税額、218.分離
配当所得税額、219.還付充当可能額（配当割・譲渡割）、220.1号源泉徴収税額、221.2号源泉徴収税額、222.3号源泉徴収税額、
223.定率減税後所得税額、224.申告所得税額、225.特例肉用牛所得税額、226.必要経費、227.総合短期譲渡必要経費、228.総
合長期譲渡必要経費、229.一時必要経費、230.分離短期譲渡必要経費（一般）、231.分離短期譲渡必要経費（軽減）、232.分離
長期譲渡必要経費（一般）、233.分離長期譲渡必要経費（特定）、234.分離長期譲渡必要経費（軽課）、235.株式譲渡必要経費
（未公開）、236.株式譲渡必要経費（上場）、237.先物取引必要経費、238.山林必要経費、239.株式譲渡必要経費（一般）、240.株
式譲渡必要経費（新株）、241.分離配当必要経費、242.業務雑所得、243.雑収入（業務）、244.寡婦・ひとり親控除、245.所得金額
調整控除、246.市民税減免額、247.県民税減免額、248.定額減税除外人数、249.市定額減税額、250.県定額減税額、251.森林環
境税免税額

※個人番号は、宛名番号と紐づけて宛名管理システムの情報から参照する。
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]

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

十分である

[ 十分である

3） 課題が残されている

3） 課題が残されている

1） 特に力を入れている 2） 十分である

＜選択肢＞

１　不適切な方法で入手が行われるリスクへの措置
　窓口業務において、申請人からの各種申請や申告を受け付ける際に、個人番号取扱業務とそれ以外の業務に関する書面を同時に
受付する場合があるため、申告書等を明確に分けるなどの対策を行い、個人番号取扱業務で入手した情報を他業務へ転用しないよう
防止に努める。

２　入手した特定個人情報が不正確であるリスクへの措置
　入手した情報については、本人確認書類（個人番号カード等）により確認を行い、必要に応じて聴聞を行うことにより、本人確認の徹底
に努める。
　また、個人住民税システム（宛名管理機能）と照合することにより個人番号の確認を行う。

３　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスクへの措置
　個人住民税システムは、入手元のシステムと専用回線で接続しており、情報漏えい措置を講じている。
　また、紙媒体による書面は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定め、処理後は鍵付の文書キャビネット及び書庫に保管
する。

Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスクへの対策は十分か

 ３．特定個人情報の使用

 リスクへの対策は十分か

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

１　対象者以外の情報の入手を防止するための措置
　賦課期日（1月1日）時点で当市に住所を有していたかどうかについては、最新の住民情報を管理して
いる既存住民基本台帳システムより情報の移転を受けており、対象外の住民に対する課税が発生しな
いよう、賦課期日近辺の異動者については、特に注意をして確認を行っている。
　その他、特定個人情報の取り扱いに関しては、当市セキュリティポリシーに準ずる。

２　必要な情報以外を入手することを防止するための措置
　移転を受ける情報は、課税対象者を管理するのに必要な情報のみであり、不要な情報の入手が行わ
れない仕組みが講じられている。

 リスクに対する措置の内容

 リスクに対する措置の内容

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

１　番号利用業務以外の部署からの照会では、操作権限により、個人番号が参照できないような仕組み
を構築している（個人番号を物理的に表示しない）。また、個人住民税システムに対して、不要なアクセ
スができないよう、適切なアクセス制御対策を実施している。
２　個人住民税システムにおいては、システム操作に関する操作履歴の記録を適切な方法で実施してい
る。
３　個人住民税システムが稼働する回線は、外部からの侵入ができないようファイアウォールによる適切
なアクセス制御を実施している。また、個人住民税システムへは、権限のない者の接続を認めない仕様
としている。

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

[

 １．特定個人情報ファイル名

1　課税対象者情報ファイル
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１　従業者が事務外で使用するリスクへの措置
　（１）　システムの操作履歴（操作ログ）を記録している。
　（２）　従業者については、情報セキュリティに関する研修を行っている。

２　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
　所管課設置の端末からは物理的に複製できない仕組みとなっている。

３　その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　（１）　スクリーンセーバ等を利用して、収納情報の画面表示について制御している。
　（２）　操作端末のディスプレイは、来庁者から見えない位置に置いている。

]
1） 行っている 2） 行っていない

＜選択肢＞
[ 行っている

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 ユーザ認証の管理

 具体的な管理方法
設定した認証条件により操作者認証を行う。また、操作者権限は、人事異動の都度、早急にアクセス権
限の追加、削除、変更を行っている。

 その他の措置の内容 －

十分である ]
＜選択肢＞

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

[

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 リスクへの対策は十分か
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[

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている

 具体的な方法

[
 リスクへの対策は十分か

　　「サーバ室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を有する者を厳格に管理し、情報の持
ち出しを制限する。
　媒体を用いて情報を使用する場合には、原則として媒体へのデータ出力（書き込み）の際に職員の立会いを必要とする。

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

]
1） 特に力を入れて行っている

3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

2） 十分に行っている

＜選択肢＞

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

－

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

番号法の規定に基づき認められる特定個人情報の提供・移転について、本業務では具体的に誰に対し
何の目的で提供できるかを書き出したマニュアルを整備し、マニュアル通りに特定個人情報の提供・移
転を行う。

[ 定めている
＜選択肢＞

 その他の措置の内容

2） 十分である

定めている[

十分である

[ 十分に行っている

１　目的外利用の禁止
２　特定個人情報の閲覧者・更新者を制限
３　特定個人情報の安全管理の遵守
４　情報漏えいを防ぐための保管管理に責任を負う
５　情報が不要となったとき又は要請があったときに情報の返還又は消去などの必要な措置を講じる

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 その他の措置の内容

1） 定めている 2） 定めていない

　「サーバ室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を有す
る者を厳格に管理し、情報の持ち出しを制限する。
　媒体を用いて情報を連携する場合には、原則として媒体へのデータ出力（書き込み）の際に職員の立
会いを必要とする。

] 委託しない

 規定の内容

　受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、取り扱う特定個人情報、期間、必要な理由、相手方、相
手方における責任体制並びに責任者及び従事者、特定個人情報保護措置の内容、監督方法等の項目
を記載した書面を発注者に提出して再委託の承諾を得なければならない。
　また、受託者は、再委託の相手方による特定個人情報の処理に関する責任を負い、管理監督を行うと
ともに市の求めに応じ、その状況を市に適宜報告する。

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

]

[

] 提供・移転しない
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十分である

１　不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへの措置
　庁内連携システムでは番号法及び条例で認められている提供・移転のみが行われる仕組みを構築している。

２　誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
　指定した端末、指定したアクセスルートでのみ提供・移転できる仕組みとしている。

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

[
 リスクへの対策は十分か
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[

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている

3） 十分に行っていない

2） 十分に行っている

[

 ７．特定個人情報の保管・消去

2） 十分である

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か

 リスクへの対策は十分か

3） 課題が残されている

2） 十分である

]

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 ○ ] 接続しない（提供）[ ○ ] 接続しない（入手）

 ①事故発生時手順の策定・
周知

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている

[ ]
1） 発生あり

発生なし

[

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている

[ 十分に行っている

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

＜選択肢＞

2） 発生なし
 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

 －

 再発防止策の内容  －

 その内容

 リスクに対する措置の内容

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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＜ガバメントクラウドにおける措置＞
特定個人情報が消去されずいつまでも存在し続けるリスク
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにしたがって確実にデー
タを消去する。

3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である

 その他の措置の内容

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設している。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルスパターンファイルを定期的に更新している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
【物理的対策】
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

【技術的対策】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同
じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」
をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対
策を24時間365日講じる。④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、
パターンファイルの更新を行う。⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者
は、導入しているOS及びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。⑥ガバメ
ントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離された閉
域ネットワークで構成する。⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守
地点からガバメントクラウドへの接続については、閉域ネットワークで構成する。⑧地方公共団体が管理
する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である
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１　個人住民税システム関係職員(任用された派遣要員、会計年度任用職員等を含む。)に対して、初任
時及び一定期間毎に、必要な知識の習得に資するための研修を実施している。
２　各課にＩＴリーダーを置き、職員等に対する教育・研修を随時行っている。
３　情報セキュリティポリシーの徹底と個人情報保護に関する集合研修を行っている。
４　新規採用職員（正職員・非常勤職員）に対して情報セキュリティ・個人情報保護に関する集合研修を
行っている。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウドサービスから調達すること
としており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととし
ている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いに
ついて委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用
等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する
立場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体に業務アプリケー
ションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応するものとする。具体的な取り扱いについて、疑義が生じ
る場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

] 自己点検 ] 外部監査

]

[ ○] 内部監査[ ○ [

[ 十分に行っている

○

 １０．その他のリスク対策

 ８．監査

 実施の有無

 従業者に対する教育・啓発

 具体的な方法

 ９．従業者に対する教育・啓発
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Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

２　課税資料ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

１　対象者以外の情報の入手を防止するための措置
　課税対象者情報ファイルに記録のない者の課税情報については、当市で課税するかどうかを判断した
上で、住民票上の住所地市区町村に対して、課税対象の場合は通知することとし、対象外の場合は転
送することとしており、目的の範囲を超えた入手が行われない対策をとっている。
　課税対象でない場合は、該当市区町村を調査した上で、郵送等により該当区市町村へ情報を伝達し
ている。

２　必要な情報以外を入手することを防止するための措置
　移転を受ける情報は、課税対象者を管理するのに必要な情報のみであり、不要な情報の入手が行わ
れない仕組みが講じられている。

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

１　不適切な方法で入手が行われるリスクへの措置
　窓口業務において、申請人からの各種申請や申告を受け付る際に、個人番号取扱業務とそれ以外の業務に関する書面を同時に受
付する場合があるため、申告書等を明確に分けるなどの対策を行い、個人番号取扱業務で入手した情報を他業務へ転用しないよう防
止に努める。
　住民税電子申告分において、申請データは、マイナポータル申請管理以外の方法では入手できない。またシステムを利用できる職員
を限定し、利用者権限を設定することによって入手可能な情報に制限をかける。
２　入手した特定個人情報が不正確であるリスクへの措置
　入手した情報については、本人確認書類（個人番号カード等）により確認を行い、必要に応じて聴聞を行うことにより、本人確認の徹底
に努める。
　また、個人住民税システム（宛名管理機能）と照合することにより個人番号の確認を行う。
　住民税電子申告分において、住民が個人住民税申請ポータルからマイナポータル申請管理へ個人番号付電子申請データを送信する
ためには、個人番号カードの署名用電子証明書による電子署名を付すこととなり、電子署名付与済みの個人番号付電子申請データを
受領した地方公共団体は署名検証（有効性確認、改ざん検知等）を実施することとなる。これにより、本人確認を実施する。また、個人
番号カード内の記憶領域に格納された個人番号を申請フォームに自動転記を行うことにより、不正確な個人番号の入力を抑止する措
置を講じている。
３　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスクへの措置
　個人住民税システムは、入手元のシステムと専用回線で接続しており、情報漏えい措置を講じている。
　また、紙媒体による書面は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定め、処理後は鍵付の文書キャビネット及び書庫に保管
する。
　住民税電子申告分において、マイナポータル申請管理と地方公共団体との間には、LGWAN回線を用いた暗号化通信を行うことで、外
部からの盗聴、漏えい等がおこらないようにしており、さらに通信自体も暗号化している。

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

１　番号利用業務以外の部署からの照会では、操作権限により、個人番号が参照できないような仕組み
を構築している（個人番号を物理的に表示しない）。また、個人住民税システムに対して、不要なアクセ
スができないよう、適切なアクセス制御対策を実施している。
２　個人住民税システムにおいては、システム操作に関する操作履歴の記録を適切な方法で実施してい
る。
３　個人住民税システムが稼働する回線は、外部からの侵入ができないようファイアウォールによる適切
なアクセス制御を実施している。また、個人住民税システムへは、権限のない者の接続を認めない仕様
としている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている
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 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞

1） 行っている 2） 行っていない

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

１　従業者が事務外で使用するリスクへの措置
　（１）　システムの操作履歴（操作ログ）を記録している。
　（２）　従業者については、情報セキュリティに関する研修を行っている。

２　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
　所管課設置の端末からは物理的に複製できない仕組みとなっている。

３　その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　（１）　スクリーンセーバ等を利用して、収納情報の画面表示について制御している。
　（２）　操作端末のディスプレイは、来庁者から見えない位置に置いている。

 具体的な管理方法
　設定した認証条件により操作者認証を行う。また、操作者権限は、人事異動の都度、早急にアクセス
権限の追加、削除、変更を行っている。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞
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＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 規定の内容

１　目的外利用の禁止
２　特定個人情報の閲覧者・更新者を制限
３　特定個人情報の安全管理の遵守
４　情報漏えいを防ぐための保管管理に責任を負う
５　情報が不要となったとき又は要請があったときに情報の返還又は消去などの必要な措置を講じる

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

[ 定めている ]

 具体的な方法

　受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、取り扱う特定個人情報、期間、必要な理由、相手方、相
手方における責任体制並びに責任者及び従事者、特定個人情報保護措置の内容、監督方法等の項目
を記載した書面を発注者に提出して再委託の承諾を得なければならない。
　また、受託者は、再委託の相手方による特定個人情報の処理に関する責任を負い、管理監督を行うと
ともに市の求めに応じ、その状況を市に適宜報告する。

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

　　「サーバ室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を有する者を厳格に管理し、情報の持
ち出しを制限する。
　媒体を用いて情報を使用する場合には、原則として媒体へのデータ出力（書き込み）の際に職員の立会いを必要とする。

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

番号法の規定に基づき認められる特定個人情報の提供・移転について、本業務では具体的に誰に対し
何の目的で提供できるかを書き出したマニュアルを整備し、マニュアル通りに特定個人情報の提供・移
転を行う。

 その他の措置の内容

　「サーバ室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を有す
る者を厳格に管理し、情報の持ち出しを制限する。
媒体を用いて情報を連携する場合には、原則として媒体へのデータ出力（書き込み）の際に職員の立会
いを必要とする。
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1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

１　不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへの措置
　庁内連携システムでは番号法及び条例で認められている提供・移転のみが行われる仕組みを構築している。

２　誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
　指定した端末、指定したアクセスルートでのみ提供・移転できる仕組みとしている。

リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞
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2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [ ○

 リスクへの対策は十分か
[ ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている

2） 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容

2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞

1） 発生あり
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 その他の措置の内容

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設している。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルスパターンファイルを定期的に更新している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
【物理的対策】
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

【技術的対策】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同
じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」
をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
特定個人情報が消去されずいつまでも存在し続けるリスク
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにしたがって確実にデー
タを消去する。
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 ８．監査

 実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [ ○ ] 内部監査 [ ○ ] 外部監査

 ９．従業者に対する教育・啓発

 従業者に対する教育・啓発
[ 十分に行っている ]

＜選択肢＞

 １０．その他のリスク対策

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウドサービスから調達すること
としており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととし
ている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いに
ついて委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用
等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する
立場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体に業務アプリケー
ションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応するものとする。具体的な取り扱いについて、疑義が生じ
る場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 具体的な方法

１　個人住民税システム関係職員(任用された派遣要員、会計年度任用職員等を含む。)に対して、初任
時及び一定期間毎に、必要な知識の習得に資するための研修を実施している。
２　各課にＩＴリーダーを置き、職員等に対する教育・研修を随時行っている。
３　情報セキュリティポリシーの徹底と個人情報保護に関する集合研修を行っている。
４　新規採用職員（正職員・非常勤職員）に対して情報セキュリティ・個人情報保護に関する集合研修を
行っている。
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 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

１　番号利用業務以外の部署からの照会では、操作権限により、個人番号が参照できないような仕組み
を構築している（個人番号を物理的に表示しない）。また、個人住民税システムに対して、不要なアクセ
スができないよう、適切なアクセス制御対策を実施している。
２　個人住民税システムにおいては、システム操作に関する操作履歴の記録を適切な方法で実施してい
る。
３　個人住民税システムが稼働する回線は、外部からの侵入ができないようファイアウォールによる適切
なアクセス制御を実施している。また、個人住民税システムへは、権限のない者の接続を認めない仕様
としている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

３　課税台帳情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

１　対象者以外の情報の入手を防止するための措置
　課税対象者情報ファイルに記録のない者の課税情報については、当市で課税するかどうかを判断した
上で、住民票上の住所地市区町村に対して、課税対象の場合は通知することとし、対象外の場合は転
送することとしており、目的の範囲を超えた入手が行われない対策をとっている。
　課税対象でない場合は、該当市区町村を調査した上で、郵送等により該当市区町村へ情報を伝達し
ている。

２　必要な情報以外を入手することを防止するための措置
　移転を受ける情報は、課税対象者を管理するのに必要な情報のみであり、不要な情報の入手が行わ
れない仕組みが講じられている。

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

１　不適切な方法で入手が行われるリスクへの措置
　窓口業務において、申請人からの各種申請や申告を受け付る際に、個人番号取扱業務とそれ以外の業務に関する書面を同時に受
付する場合があるため、申告書等を明確に分けるなどの対策を行い、個人番号取扱業務で入手した情報を他業務へ転用しないよう防
止に努める。

２　入手した特定個人情報が不正確であるリスクへの措置
　入手した情報については、本人確認書類（個人番号カード等）により確認を行い、必要に応じて聴聞を行うことにより、本人確認の徹底
に努める。
　また、個人住民税システム（宛名管理機能）と照合することにより個人番号の確認を行う。

３　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスクへの措置
　個人住民税システムは、入手元のシステムと専用回線で接続しており、情報漏えい措置を講じている。
　また、紙媒体による書面は、事務処理の段階ごとに事務室内に保管場所を定め、処理後は鍵付の文書キャビネット及び書庫に保管
する。
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1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

１　従業者が事務外で使用するリスクへの措置
　（１）　システムの操作履歴（操作ログ）を記録している。
　（２）　従業者については、情報セキュリティに関する研修を行っている。

２　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
　所管課設置の端末からは物理的に複製できない仕組みとなっている。

３　その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　（１）　スクリーンセーバ等を利用して、収納情報の画面表示について制御している。
　（２）　操作端末のディスプレイは、来庁者から見えない位置に置いている。

 具体的な管理方法
設定した認証条件により操作者認証を行う。また、操作者権限は、人事異動の都度、早急にアクセス権
限の追加、削除、変更を行っている。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ]
＜選択肢＞

1） 行っている 2） 行っていない
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 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

番号法の規定に基づき認められる特定個人情報の提供・移転について、本業務では具体的に誰に対し
何の目的で提供できるかを書き出したマニュアルを整備し、マニュアル通りに特定個人情報の提供・移
転を行う。

 その他の措置の内容

　「サーバ室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を有す
る者を厳格に管理し、情報の持ち出しを制限する。
　媒体を用いて情報を連携する場合には、原則として媒体へのデータ出力（書き込み）の際に職員の立
会いを必要とする。

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ]
＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

　　「サーバ室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を有する者を厳格に管理し、情報の持
ち出しを制限する。
　媒体を用いて情報を使用する場合には、原則として媒体へのデータ出力（書き込み）の際に職員の立会いを必要とする。

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 具体的な方法

　受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、取り扱う特定個人情報、期間、必要な理由、相手方、相
手方における責任体制並びに責任者及び従事者、特定個人情報保護措置の内容、監督方法等の項目
を記載した書面を発注者に提出して再委託の承諾を得なければならない。
　また、受託者は、再委託の相手方による特定個人情報の処理に関する責任を負い、管理監督を行うと
ともに市の求めに応じ、その状況を市に適宜報告する。

 その他の措置の内容 －

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

＜選択肢＞

1） 定めている 2） 定めていない

 規定の内容

１　目的外利用の禁止
２　特定個人情報の閲覧者・更新者を制限
３　特定個人情報の安全管理の遵守
４　情報漏えいを防ぐための保管管理に責任を負う
５　情報が不要となったとき又は要請があったときに情報の返還又は消去などの必要な措置を講じる

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

[ 定めている ]
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1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

１　不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへの措置
　庁内連携システムでは番号法及び条例で認められている提供・移転のみが行われる仕組みを構築している。

２　誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
　指定した端末、指定したアクセスルートでのみ提供・移転できる仕組みとしている。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞
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 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。②情報連携におい
てのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応している。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごと
に通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保している。③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報
を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中間サーバー・プラットフォームを利用する団体で
あっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー･
プラットフォームの事業者及びクラウドサービス事業者における情報漏えい等のリスクを極小化する。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている

2） 十分である

3） 課題が残されている

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜茅ヶ崎市における措置＞
　ネットワーク接続に対してファイアウォール等でアクセス制限を講じている。

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
１　情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供
ネットワークシステムから入手し、中間サーバにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リス
トに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
２　情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワー
クシステムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応し
た情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
３　特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定
し、特定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定
個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
４　中間サーバの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他にログイン・ログアウトを実
施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライ
ン連携を抑止する仕組みになっている。

（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能。

] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜茅ヶ崎市における措置＞
　ネットワーク接続に対してファイアウォール等でアクセス制限を講じている。

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
１　情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可
証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、
情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つ
まり、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリ
ティリスクに対応している。
２　中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切
なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能。
（※２）番号法第１９条第８号及び利用特定個人情報提供省令に基づき、事務手続きごとに情報照会者、
情報提供者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ] 接続しない（入手） [
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2） 発生なし

 その内容  －

 再発防止策の内容  －

2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ]
＜選択肢＞

1） 発生あり

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ]
＜選択肢＞

1） 特に力を入れて行っている
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 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
特定個人情報が消去されずいつまでも存在し続けるリスク
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにしたがって確実にデー
タを消去する。

 その他の措置の内容

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設している。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルスパターンファイルを定期的に更新している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
【物理的対策】
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド
サービス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されて
いるほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。

【技術的対策】
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行う
とともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、インターネットとは切り離された閉域ネッ
トワーク環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定個人情報は、中間サーバー・プラットフォームの事業
者及びクラウドサービス事業者がアクセスできないよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、移
行するデータを暗号化した上で、インターネットを経由しない専用回線を使用し、VPN等の技術を利用し
て通信を暗号化することでデータ移行を行う。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
【物理的対策】
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

【技術的対策】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同
じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」
をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理
を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。

 リスクへの対策は十分か
[ 十分である ]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れている 2） 十分である

3） 課題が残されている
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 ９．従業者に対する教育・啓発

 従業者に対する教育・啓発
[ 十分に行っている ]

＜選択肢＞

 １０．その他のリスク対策

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）
に登録されたクラウドサービス事業者による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用担当者によるセキュリ
ティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用、監視を実現する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウドサービスから調達すること
としており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととし
ている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いに
ついて委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用
等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する
立場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体に業務アプリケー
ションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応するものとする。具体的な取り扱いについて、疑義が生じ
る場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている

3） 十分に行っていない

 具体的な方法

＜茅ヶ崎市における措置＞
１　個人住民税システム関係職員(任用された派遣要員、会計年度任用職員等を含む。)に対して、初任
時及び一定期間毎に、必要な知識の習得に資するための研修を実施している。
２　各課にＩＴリーダーを置き、職員等に対する教育・研修を随時行っている。
３　情報セキュリティポリシーの徹底と個人情報保護に関する集合研修を行っている。
４　新規採用職員（正職員・非常勤職員）に対して情報セキュリティ・個人情報保護に関する集合研修を
行っている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
１　中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施
す
ることとしている。
２　中間サーバー･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等について研修を行うこととしてい
る。

 ８．監査

 実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [ ○ ] 内部監査 [ ○ ] 外部監査
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 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和7年3月3日

 ①連絡先
郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　市民部市民税課　市民税担当
０４６７－８１－７１３９

 ②対応方法 問い合わせの受付時に受付票を起票し、対応について記録を残す。

Ⅳ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目1番1号
茅ヶ崎市　経営総務部行政総務課　市政情報担当
０４６７－８１－７１１０

 ②請求方法 指定様式による書面により開示、訂正、利用停止請求を受け付ける。

 ③法令による特別の手続

 ④個人情報ファイル簿への不
記載等

Ⅴ　評価実施手続

　－

　－

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ①方法 対象外のため実施せず。

 ③主な意見の内容

 ②実施日・期間 　－

　－

 ②方法 　－

 ③結果

 ３．第三者点検　【任意】

 ①実施日 対象外のため実施せず。

　－

 ２．国民・住民等からの意見の聴取　【任意】

 ②しきい値判断結果
＜選択肢＞
1） 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる
2） 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に重点項目評価を実施）
3） 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に重点項目評価を実施）

][ 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる
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令和3年8月12日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４

福祉部　障害福祉課 福祉部　障がい福祉課 事後
組織改正に伴う名称変更の
軽微な修正のため、重要な変
更に該当しない。

令和3年9月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号別表第２ 番号法第１９条第８号別表第２ 事前
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和3年9月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先３
①法令上の根拠

番号法第１９条第９号 番号法第１９条第１０号 事前
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和3年8月12日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税台帳情報ファイル）
３．特定個人情報の入手・使
用
①入手元
評価実施機関内の部署

市民課、生活支援課、障害福祉課、保険年金
課、高齢福祉介護課

市民課、生活支援課、障がい福祉課、保険年
金課、高齢福祉介護課

事後
組織改正に伴う名称変更の
軽微な修正のため、重要な変
更に該当しない。

令和3年9月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１

番号法第１９条第７号別表第２に定める情報照
会者（表1参照）

番号法第１９条第８号別表第２に定める情報照
会者（表1参照）

事前
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和3年9月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税対象者情報ファイ
ル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
①法令上の根拠

番号法第１９条第９号 番号法第１９条第１０号 事前
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和3年8月12日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
③委託先名

株式会社ワイシーシーデータサービス 株式会社北斗システム 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和3年9月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
①法令上の根拠

番号法第１９条第９号 番号法第１９条第１０号 事前
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

（別添２）変更箇所
提出時期に係る説明

Ⅰ　基本情報
５．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
　第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３
４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、
５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６
７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、
９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）

（別表第2における情報照会の根拠）
・第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれ
る項（２７の項）

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
　第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３
４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、
５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６
７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、
９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）

（別表第2における情報照会の根拠）
・第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれ
る項（２７の項）

事前
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

変更前の記載 変更後の記載 提出時期変更日

令和3年9月1日

項目
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令和4年11月10日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
⑤再委託の許諾方法

　受託者が再委託を行う場合は、業務の内容、
取り扱う個人情報、必要な理由、相手方等の項
目を記載した書面を提出させ、市がその内容を
確認し、承諾することを義務付けている。

事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和4年11月10日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
③委託先名

日本電気株式会社 株式会社ＴＫＣ 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和4年11月10日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
④再委託の有無

再委託する 再委託しない 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和4年11月10日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
①委託内容

住民税年金特徴、国税連携及び電子申告ＡＳＰ
サービス提供業務

地方税電子申告支援サービス業務 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和4年11月10日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
②委託先における取扱者数

10人未満 50人以上100人未満 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和4年11月10日

Ⅰ　基本情報
５．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３
４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、
５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６
７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、
９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、
１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれ
る項（２７の項）

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３０、３
１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、
５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６
６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、
９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１
０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１２
０、１２１の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれ
る項（２７の項）

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和4年11月10日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項２

住民税年金特徴、国税連携及び電子申告ＡＳＰ
サービス提供業務委託

地方税電子申告支援サービス業務委託 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和3年8月12日

（別添１）特定個人情報ファイ
ル記録項目
３ 課税台帳情報ファイル

15.老人・寡婦・勤労学生区分
241.投資・リース税額控除

15.老人・寡婦・ひとり親・勤労学生区分
241.投資・リース税額控除、242.業務雑所得、
243.雑収入（業務）、244.寡婦・ひとり親控除、
245.所得金額調整控除

事後
税制度改正に伴う所得等の
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和4年11月10日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム５
③他のシステムとの接続

[○]その他（媒体での連携のため、他システム
との接続はなし）

[○]その他（地方税電子申告支援サービス） 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和3年8月12日

（別添１）特定個人情報ファイ
ル記録項目
２ 課税資料ファイル

13.老人・寡婦・勤労学生区分
193.投資・リース税額控除

13.老人・寡婦・ひとり親・勤労学生区分
193.投資・リース税額控除、194.業務雑所得、
195.雑収入（業務）、196.寡婦・ひとり親控除、
197.所得金額調整控除

事後
税制度改正に伴う所得等の
修正のため、重要な変更に該
当しない。
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令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[〇]提供を行っている（59件）
[〇]移転を行っている（8件）

[〇]提供を行っている（4件）
[〇]移転を行っている（9件）

事後

提供先の件数が誤っていたこ
と及び移転先の追加に伴う軽
微な修正のため、重要な変更
に該当しない。

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先３
⑥提供方法

[〇]電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
[〇]紙

[〇]専用線
[〇]紙

事後

提供方法の選択を誤っていた
ことに伴う軽微な修正のた
め、重要な変更に該当しな
い。

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
３．特定個人情報の入手・使
用
④使用の主体　使用部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項３
③委託先名

株式会社井上ビジネスフォーム アコーダー・ビジネス・フォーム株式会社 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税資料ファイル)
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項１
③委託先名

株式会社北斗システム 株式会社新日本コンピューターサービス 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
２．基本情報
⑥事務担当部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税資料ファイル)
３．特定個人情報の入手・使
用
④使用の主体　使用部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税資料ファイル)
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項１
③委託先における取扱者数

10人未満 10人以上50人未満 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要（課税対象者情報ファイ
ル）
３．特定個人情報の入手・使
用
④使用の主体　使用部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税資料ファイル)
２．基本情報
⑥事務担当部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅰ　基本情報
６．評価実施機関における担
当部署
①部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要（課税対象者情報ファイ
ル）
２．基本情報
⑥事務担当部署

財務部市民税課 市民部市民税課 事後 組織改正に伴う修正

令和4年11月10日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
⑥再委託事項

委託業務の一部 事後
委託事業者変更に伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

88



令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先９
①～⑦

移転先９：福祉部　介護保険課
①　行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律に基づく個
人番号の利用及び特定個人情報の提供に関
する条例第４条第１項
②　介護保険に関する業務
③　個人住民税課税台帳情報
④　1万人以上10万人未満
⑤　「２．③対象となる本人の範囲」と同上
⑥　[〇]庁内連携システム
⑦　随時

事後

組織改正に伴う追加
（※移転先５の高齢福祉介護
課が「高齢福祉課」と「介護保
険課」に分かれたための追
加）

令和5年10月18日

Ⅳ開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂
正・利用停止請求
①請求先

郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一
丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　総務部行政総務課　市政情報
担当
０４６７－８２－１１１１

郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一
丁目1番1号
茅ヶ崎市　経営総務部行政総務課　市政情報
担当
０４６７－８１－７１１０

事後 組織改正に伴う修正

令和7年3月3日

Ⅰ　基本情報
４．個人番号の利用
法令上の根拠

１　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（番号法）（平
成２５年５月３１日法律第２７号）
　（１）第９条（利用範囲）第１項
　（２）別表第一の１６の項

１　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（番号法）（平
成２５年５月３１日法律第２７号）
　（１）第９条（利用範囲）第１項
　（２）別表２４の項

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和5年10月18日

Ⅳ開示請求、問合せ
２．特定個人情報ファイルの
取扱いに関する問合せ
①連絡先

郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一
丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　財務部市民税課　市民税担当
０４６７－８２－１１１１

郵便番号　２５３－８６８６　　茅ヶ崎市茅ヶ崎一
丁目１番１号
茅ヶ崎市役所　市民部市民税課　市民税担当
０４６７－８１－７１３９

事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先５
②移転先における用途

介護保険に関する業務、高齢者福祉に関する
業務

高齢者福祉に関する業務 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先６

こども育成部　子育て支援課 こども育成部　こども政策課 事後 組織改正に伴う修正

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先３
⑦時期・頻度

申請の都度 ９月頃（年１回） 事後

提供の時期・頻度の記載が
誤っていたことに伴う軽微な
修正のため、重要な変更に該
当しない。

令和5年10月18日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先５

福祉部　高齢福祉介護課 福祉部　高齢福祉課 事後 組織改正に伴う修正

令和7年3月3日

定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅰ　基本情報
５．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、及び別表第２

（別表第２における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、
１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、３０、３
１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、
５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６
６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、
９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１
０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１２
０、１２１の項）

（別表第２における情報照会の根拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（事務の名称）に地方税法が含まれ
る項（２７の項）

番号法第１９条第８号に基づく主務省令第2条
の表

（主務省令第２条の表における情報提供の根
拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（利用特定個人情報）に「地方税関係
情報」が含まれる項

（主務省令第２条の表における情報照会の根
拠）
：第１欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第２欄（特定個人番号利用事務）に地方税
法が含まれる項（４８の項）

事後
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令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税対象者情報ファイ
ル）
２基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

個人住民税において適正かつ公平な課税を行
うために、地方税法第２４条および第４５条の
２、地方税法第２９４条および第３１７条の２、行
政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律（以下、番号整備
法）第１４条等に基づき申告情報を保有するた
め。

個人住民税において適切かつ公平な課税を行
うために、必要な特定個人情報を保有する必要
がある。

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税対象者情報ファイ
ル）
７．備考

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施される。地方公共団体の業務
データは国及びガバメントクラウドのクラウド事
業者にはアクセスが制御されているため特定個
人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が
委託した開発事業者が既存の環境からガバメ
ントクラウドへ移行することになるが、移行に際
しては、データ抽出及びクラウド環境へのデー
タ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等
を実施する。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税資料ファイル)
４.特定個人情報ファイルの取
扱い委託
③委託先名

株式会社新日本コンピューターサービス 株式会社北斗システム 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税対象者情報ファイ
ル）
３.特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

１　課税対象者（納税義務者）の管理
　　以下の課税対象者（非課税者含む）情報の
登録（更新）を行う
　　・１月１日現在、住民登録されている者
　　・１月１日現在、事務所・家屋敷を持っている
者で、当該区市町村内に住所がない者
　　・市内に住民票はないが、居住実態のある
者

１　課税対象者（納税義務者）の管理
　　以下の課税対象者（非課税者含む）情報の
登録（更新）を行う
　　・１月１日現在、住民登録されている者
　　・１月１日現在、事務所・家屋敷を持っている
者で、当該区市町村内に住所がない者
　　・市内に住民票はないが、居住実態のある
者または課税対象者に扶養されている者

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
２基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

　個人住民税において適正かつ公平な課税を
行うために、地方税法第２４条および第４５条の
２、地方税法２９４条および３１７条の２、番号整
備法１４条等に基づき申告情報を保有するた
め。

個人住民税において適切かつ公平な課税を行
うために、必要な特定個人情報を保有する必要
がある。

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税対象者情報ファイ
ル）
６.特定個人情報の保管・消去
保管場所

電子錠等による入退室管理をしている部屋に
設置したサーバ内に保管している。　また、サー
バへのアクセスは設定した認証条件による認
証が必要となる。

電子錠等による入退室管理をしている部屋に
設置したサーバ内に保管している。　また、サー
バへのアクセスは設定した認証条件による認
証が必要となる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加
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令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税台帳情報ファイル）
２基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税資料ファイル)
６.特定個人情報の保管・消去
保管場所

電子錠等による入退室管理をしている部屋に
設置したサーバ内に保管している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件
による認証が必要となる

電子錠等による入退室管理をしている部屋に
設置したサーバ内に保管している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件
による認証が必要となる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先４
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第５条第１項

番号法第９条第２項 事後

提供先１：番号法第１９条第８号に基づく主務省
令第２条の表に定める情報照会者（第１欄参
照）
①法令上の根拠：番号法第１９条第８号に基づ
く主務省令第２条の表
②提供先における用途：主務省令第２条の表に
定める各事務

事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
４.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項２
①委託内容
③委託先名
委託事項３
③委託先名

委託事項２：市・県民税特別徴収税額通知書等
のブッキング及び封入封緘業務委託
①委託内容：市・県民税特別徴収税額通知書
等のブッキング及び封入封緘
③委託先名：アコーダー・ビジネス・フォーム株
式会社
委託事項３
③委託先名：アコーダー・ビジネス・フォーム株
式会社

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要(課税資料ファイル)
７．備考

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施される。地方公共団体の業務
データは国及びガバメントクラウドのクラウド事
業者にはアクセスが制御されているため特定個
人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が
委託した開発事業者が既存の環境からガバメ
ントクラウドへ移行することになるが、移行に際
しては、データ抽出及びクラウド環境へのデー
タ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等
を実施する。

委託事項２：市民税・県民税・森林環境税特別
徴収税額通知書等のブッキング及び封入封緘
業務
①委託内容：市民税・県民税・森林環境税特別
徴収税額通知書等のブッキング及び封入封緘
③委託先名：株式会社アコーダ
委託事項３
③委託先名：株式会社アコーダ

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１
①法令上の根拠
②提供先における用途

提供先１：番号法第１９条第８号別表第２に定め
る情報照会者（表1参照）
①法令上の根拠：番号法第１９条第８号別表第
２
②提供先における用途：番号法別表第２に定め
る各事務

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先２
⑥提供方法

［〇］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） ［　］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

　個人住民税において適正かつ公平な課税を
行うために、地方税法第２４条および第４５条の
２～第４５条の３の３、地方税法２９４条および３
１７条の２、番号整備法１４条等に基づき申告情
報を保有するため。

個人住民税において適切かつ公平な課税を行
うために、必要な特定個人情報を保有する必要
がある。

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
３.特定個人情報の入手・使用
①入手元

市民課、生活支援課、障がい福祉課、保険年
金課、高齢福祉介護課

市民課、生活支援課、障がい福祉課、保険年
金課、介護保険課

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日
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番号法第９条第２項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先６
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

番号法第９条第２項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先４
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

番号法第９条第２項 事後

番号法第９条第２項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先８
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

番号法第９条第２項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

番号法第９条第２項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先７
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先２
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

番号法第９条第２項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先３
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

番号法第９条第２項 事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先９
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項

番号法第９条第２項

定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

令和7年3月3日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
５.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先５
①法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例第４条第１項
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＜茅ヶ崎市における措置＞
電子錠等による入退室管理をしている部屋に
設置したサーバ内に保管している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件
による認証が必要となる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
１　 中間サーバー・プラットフォームはデータセ
ンターに設置しており、データセンターへの入館
及びサーバ室への入室を厳重に管理する。
２　特定個人情報は、サーバ室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バッ
クアップもデータベース上に保存される。

＜茅ヶ崎市における措置＞
電子錠等による入退室管理をしている部屋に
設置したサーバ内に保管している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件
による認証が必要となる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
１　 中間サーバー・プラットフォームはデータセ
ンターに設置しており、データセンターへの入館
及びサーバ室への入室を厳重に管理する。
２　特定個人情報は、サーバ室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バッ
クアップもデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

Ⅲ リスク対策（課税対象者情
報）
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
その他の措置の内容

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室
を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設してい
る。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場
所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルス
パターンファイルを定期的に更新している。

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室
を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設してい
る。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場
所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルス
パターンファイルを定期的に更新している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
【物理的対策】
①ガバメントクラウドについては政府情報シス
テムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登
録されたクラウドサービスから調達することとし
ており、システムのサーバー等は、クラウド事業
者が保有・管理する環境に構築し、その環境に
は認可された者だけがアクセスできるよう適切
な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

（別添１）特定個人情報ファイ
ル記録項目
３　課税台帳情報ファイル

追加

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要(課税台帳情報ファイル）
７．備考

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施される。地方公共団体の業務
データは国及びガバメントクラウドのクラウド事
業者にはアクセスが制御されているため特定個
人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が
委託した開発事業者が既存の環境からガバメ
ントクラウドへ移行することになるが、移行に際
しては、データ抽出及びクラウド環境へのデー
タ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等
を実施する。

246.市民税減免額、247.県民税減免額、248.定
額減税除外人数、249.市定額減税額、250.県定
額減税額、251.森林環境税免税額

事後
定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

（別添１）特定個人情報ファイ
ル記録項目
２　課税資料ファイル

追加 198.定額減税除外人数 事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
６.特定個人情報の保管・消去
保管場所

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

事前
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Ⅲ リスク対策 (課税対象者情
報)
１０．その他のリスク対策

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報シス
テムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登
録されたクラウドサービスから調達することとし
ており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業
者は定期的にISMAP監査機関リストに登録され
た監査機関による監査を行うこととしている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱
いについては、当該業務データを保有する地方
公共団体及びその業務データの取扱いについ
て委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者が責任を有する。ガバメントクラウド
上での業務アプリケーションの運用等に障害が
発生する場合等の対応については、原則として
ガバメントクラウドに起因する事象の場合は、
国はクラウド事業者と契約する立場から、その
契約を履行させることで対応する。また、ガバメ
ントクラウドに起因しない事象の場合は、地方
公共団体に業務アプリケーションサービスを提
供するASP又はガバメントクラウド運用管理補
助者が対応するものとする。具体的な取り扱い
について、疑義が生じる場合は、地方公共団体
とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

Ⅲ リスク対策（課税資料）
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
その他の措置の内容

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室
を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設してい
る。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場
所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルス
パターンファイルを定期的に更新している。

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室
を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設してい
る。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場
所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルス
パターンファイルを定期的に更新している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
【物理的対策】
①ガバメントクラウドについては政府情報シス
テムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登
録されたクラウドサービスから調達することとし
ており、システムのサーバー等は、クラウド事業
者が保有・管理する環境に構築し、その環境に
は認可された者だけがアクセスできるよう適切
な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

【技術的対策】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団
体情報システムのガバメントクラウドの利用に
関する基準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタ
ル庁。以下「利用基準」という。）に規定する
「ASP」をいう。以下同じ。)又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバ
メントクラウド運用管理補助者」をいう。以下同
じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージ
ドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等につ
いて継続的にモニタリングを行うとともに、ログ
管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメント
クラウド運用管理補助者は、導入しているOS及
びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリ
ティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者の運用保守地点からガバメン
トクラウドへの接続については、閉域ネットワー
クで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国
及びクラウド事業者がアクセスできないよう制
御を講じる。

地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

Ⅲ リスク対策（課税対象者情
報）
７．特定個人情報の保管・消
去
特定個人情報の保管・消去に
おけるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
特定個人情報が消去されずいつまでも存在し
続けるリスク
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。
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事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

令和7年3月3日

令和7年3月3日

Ⅲ リスク対策（課税資料）
７．特定個人情報の保管・消
去
特定個人情報の保管・消去に
おけるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
特定個人情報が消去されずいつまでも存在し
続けるリスク
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

Ⅲ リスク対策 (課税資料)
１０．その他のリスク対策

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報シス
テムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登
録されたクラウドサービスから調達することとし
ており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業
者は定期的にISMAP監査機関リストに登録され
た監査機関による監査を行うこととしている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱
いについては、当該業務データを保有する地方
公共団体及びその業務データの取扱いについ
て委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者が責任を有する。ガバメントクラウド
上での業務アプリケーションの運用等に障害が
発生する場合等の対応については、原則として
ガバメントクラウドに起因する事象の場合は、
国はクラウド事業者と契約する立場から、その
契約を履行させることで対応する。また、ガバメ
ントクラウドに起因しない事象の場合は、地方
公共団体に業務アプリケーションサービスを提
供するASP又はガバメントクラウド運用管理補
助者が対応するものとする。具体的な取り扱い
について、疑義が生じる場合は、地方公共団体
とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

令和7年3月3日

令和7年3月3日

定期的な見直しによる変更に
なるため、重要な変更に該当
しない。

Ⅲ リスク対策 (課税台帳情報)
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外に入手が行わ
れるリスク
リスクに対する措置の内容

（※２）番号法別表第2及び第19条第7号、第19
条15号に基づき、事務手続きごとに情報照会
者、情報提供者、照会・提供可能な特定個人情
報をリスト化したもの。

（※２）番号法第１９条第８号及び利用特定個人
情報提供省令に基づき、事務手続きごとに情
報照会者、情報提供者、照会・提供可能な特定
個人情報をリスト化したもの。

事後

Ⅲ リスク対策 (課税台帳情報)
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
その他の措置の内容

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室
を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設してい
る。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場
所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルス
パターンファイルを定期的に更新している。

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室
を許可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設してい
る。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場
所で保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルス
パターンファイルを定期的に更新している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
【物理的対策】
①ガバメントクラウドについては政府情報シス
テムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登
録されたクラウドサービスから調達することとし
ており、システムのサーバー等は、クラウド事業
者が保有・管理する環境に構築し、その環境に
は認可された者だけがアクセスできるよう適切
な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

令和7年3月3日

【技術的対策】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団
体情報システムのガバメントクラウドの利用に
関する基準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタ
ル庁。以下「利用基準」という。）に規定する
「ASP」をいう。以下同じ。)又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバ
メントクラウド運用管理補助者」をいう。以下同
じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージ
ドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等につ
いて継続的にモニタリングを行うとともに、ログ
管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメント
クラウド運用管理補助者は、導入しているOS及
びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリ
ティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者の運用保守地点からガバメン
トクラウドへの接続については、閉域ネットワー
クで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国
及びクラウド事業者がアクセスできないよう制
御を講じる。

地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加
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【技術的対策】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団
体情報システムのガバメントクラウドの利用に
関する基準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタ
ル庁。以下「利用基準」という。）に規定する
「ASP」をいう。以下同じ。)又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバ
メントクラウド運用管理補助者」をいう。以下同
じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージ
ドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等につ
いて継続的にモニタリングを行うとともに、ログ
管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメント
クラウド運用管理補助者は、導入しているOS及
びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリ
ティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者の運用保守地点からガバメン
トクラウドへの接続については、閉域ネットワー
クで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国
及びクラウド事業者がアクセスできないよう制
御を講じる。

令和7年3月3日

令和7年8月1日

令和7年3月3日

令和7年3月3日

Ⅲ リスク対策 (課税台帳情報)
１０．その他のリスク対策

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報シス
テムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登
録されたクラウドサービスから調達することとし
ており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業
者は定期的にISMAP監査機関リストに登録され
た監査機関による監査を行うこととしている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱
いについては、当該業務データを保有する地方
公共団体及びその業務データの取扱いについ
て委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者が責任を有する。ガバメントクラウド
上での業務アプリケーションの運用等に障害が
発生する場合等の対応については、原則として
ガバメントクラウドに起因する事象の場合は、
国はクラウド事業者と契約する立場から、その
契約を履行させることで対応する。また、ガバメ
ントクラウドに起因しない事象の場合は、地方
公共団体に業務アプリケーションサービスを提
供するASP又はガバメントクラウド運用管理補
助者が対応するものとする。具体的な取り扱い
について、疑義が生じる場合は、地方公共団体
とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

事前
地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

地方公共団体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に伴う
追加

Ⅲ リスク対策 (課税台帳情報)
７．特定個人情報の保管・消
去
特定個人情報の保管・消去に
おけるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

追加

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
特定個人情報が消去されずいつまでも存在し
続けるリスク
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前

＜茅ヶ崎市における措置＞
電子錠等による入退室管理をしている部屋に設置したサーバ内に保管
している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件による認証が必要とな
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュ
リティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者が保有・
管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービ
ス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管
理策が適切に実施されているほか、次を満たしている。・
ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。・日本国内でデー
タを保管している。②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保
有・管理する環境に構築する中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場
所のセキュリティ対策はクラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュ
リティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内の
データベースに保存され、バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

事前

リスクを相当程度変動させる
ものではないと考えられる変
更のため、重要な変更には該
当しない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
６.特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜茅ヶ崎市における措置＞
電子錠等による入退室管理をしている部屋に設置したサーバ内に保管
している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件による認証が必要とな
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
１　 中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、
データセンターへの入館及びサーバ室への入室を厳重に管理する。
２　特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバーのデータ
ベース内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場
所のセキュリティ対策はクラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュ
リティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内の
データベースに保存され、バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。
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リスクを相当程度変動させる
ものではないと考えられる変
更のため、重要な変更には該
当しない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 (課税台帳情報ファイル）
７．備考

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施される。地方公共団体の業務
データは国及びガバメントクラウドのクラウド事
業者にはアクセスが制御されているため特定個
人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が
委託した開発事業者が既存の環境からガバメ
ントクラウドへ移行することになるが、移行に際
しては、データ抽出及びクラウド環境へのデー
タ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等
を実施する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞①
特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作に
よって実施されるため、通常、中間サーバー･プラット
フォームの事業者及びクラウドサービス事業者が特
定個人情報を消去することはない。②クラウドサービ
ス事業者が保有・管理する環境において、障害やメン
テナンス等によりディスクやハード等を交換する際
は、クラウドサービス事業者において、政府情報シス
テムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に準拠し
たデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。さら
に、第三者の監査機関が定期的に発行するレポート
により、クラウドサービス事業者において、確実に
データの暗号化消去及び物理的破壊が行われている
ことを確認する。③中間サーバー・プラットフォームの
移行の際は、地方公共団体情報システム機構及び中
間サーバー・プラットフォームの事業者において、保
存された情報が読み出しできないよう、データセン
ターに設置しているディスクやハード等を物理的破壊
により完全に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作
によって実施される。地方公共団体の業務データは
国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセ
スが制御されているため特定個人情報を消去するこ
とはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を
障害やメンテナンス等により交換する際にデータの復
元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST
800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータ
を消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託し
た開発事業者が既存の環境からガバメントクラウドへ
移行することになるが、移行に際しては、データ抽出
及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなく
なった環境の破棄等を実施する。

事前

リスクを相当程度変動させる
ものではないと考えられる変
更のため、重要な変更には該
当しない。

Ⅲ リスク対策（課税台帳情
報）
６．情報提供ネットワークとの
接続
情報提供ネットワークシステ
ムとの接続に伴うその他のリ
スク及びそのリスクに対する
措置

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ロ
グイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実
施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるた
め、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライ
ン連携を抑止する仕組みになっている。②情報連携
においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いるこ
とがシステム上担保されており、不正な名寄せが行わ
れるリスクに対応している。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワー
クシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利
用することにより、安全性を確保している。②中間
サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、
団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号
化することで安全性を確保している。③中間サー
バー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理する
データベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセ
ス制御）しており、中間サーバー・プラットフォームを利
用する団体であっても他団体が管理する情報には一
切アクセスできない。④特定個人情報の管理を地方
公共団体のみが行うことで、中間サーバー･プラット
フォームの事業者及びクラウドサービス事業者におけ
る情報漏えい等のリスクを極小化する。

事後
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Ⅰ　基本情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容

地方税法に基づき、賦課期日の1月1日において、
本市内に住所を有する個人又は本市内に事務所
や家屋敷を有する個人で本市内に住所を有しない
者に対して個人住民税の賦課（課税）を行うもので
ある。
　対象者への税額の通知については、住民・国税
庁からの申告書情報、給与若しくは年金支払者か
ら提出された支払報告書を収集し、個人住民税の
賦課決定を行い、納税通知書等を送付する。

　茅ヶ崎市は、地方税法及び行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律（以下「番号法」という。）の規定に従い、特
定個人情報を以下の事務で取り扱う。

１　住民基本台帳システムより賦課期日（１月１日）
時点居住者情報の取得
２　市民､企業･事業所等､年金保険者､国税庁、他
市区町村からの申告情報の収受
３　各種申告情報の個人住民税システムへの取り
込み
４　庁内連携システムを通じた賦課に必要な情報
(生活保護等)の取得
５　情報提供ネットワークシステムを通じた他市区
町村居住被扶養者情報等の取得
６　取り込んだ情報による賦課情報の作成
７　賦課決定後、納税義務者､特別徴収義務者に
対する税額通知
８　情報提供ネットワークシステムを通じた賦課情
報の提供
９　庁内連携システムを通じた賦課情報の移転
１０　他市区町村居住者資料の回送
１１　地方税法第294条第3項に基づく他市区町村
に対する住民登録外賦課通知

地方税法に基づき、賦課期日の1月1日において、
本市内に住所を有する個人又は本市内に事務所
や家屋敷を有する個人で本市内に住所を有しない
者に対して個人住民税の賦課（課税）を行うもので
ある。
　対象者への税額の通知については、住民・国税
庁からの申告書情報、給与若しくは年金支払者か
ら提出された支払報告書を収集し、個人住民税の
賦課決定を行い、納税通知書等を送付する。

　茅ヶ崎市は、地方税法及び行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律（以下「番号法」という。）の規定に従い、特
定個人情報を以下の事務で取り扱う。

１　住民基本台帳システムより賦課期日（１月１日）
時点居住者情報の取得
２　市民､企業･事業所等､年金保険者､国税庁、他
市区町村からの申告情報の収受
３　各種申告情報の個人住民税システムへの取り
込み
４　庁内連携システムを通じた賦課に必要な情報
(生活保護等)の取得
５　情報提供ネットワークシステムを通じた他市区
町村居住被扶養者情報等の取得
６　取り込んだ情報による賦課情報の作成
７　賦課決定後、納税義務者､特別徴収義務者に
対する税額通知
８　情報提供ネットワークシステムを通じた賦課情
報の提供
９　庁内連携システムを通じた賦課情報の移転
１０　他市区町村居住者資料の回送
１１　地方税法第294条第3項に基づく他市区町村
に対する住民登録外賦課通知
１２　電子申請機能による個人住民税申告情報の
取得

事前
地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加

Ⅲ リスク対策（課税台帳情
報）
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク：　特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
その他の措置の内容

Ⅲ リスク対策（課税台帳情
報）
 １０．その他のリスク対策

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムの
セキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウ
ドサービスから調達することとしており、ISMAPにおい
て、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監査機
関リストに登録された監査機関による監査を行うこと
としている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱いにつ
いては、当該業務データを保有する地方公共団体及
びその業務データの取扱いについて委託を受ける
ASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を
有する。ガバメントクラウド上での業務アプリケーショ
ンの運用等に障害が発生する場合等の対応について
は、原則としてガバメントクラウドに起因する事象の場
合は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その
契約を履行させることで対応する。また、ガバメントク
ラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体に
業務アプリケーションサービスを提供するASP又はガ
バメントクラウド運用管理補助者が対応するものとす
る。具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合
は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を
行う。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用することによ
り、統一した設備環境政府情報システムのためのセ
キュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウド
サービス事業者による高レベルのセキュリティ管理
（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用担当者によ
るセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用
担当者による均一的で安定したシステム運用、監視
を実現する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムの
セキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウ
ドサービスから調達することとしており、ISMAPにおい
て、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監査機
関リストに登録された監査機関による監査を行うこと
としている。
②ガバメントクラウド上での業務データの取扱いにつ
いては、当該業務データを保有する地方公共団体及
びその業務データの取扱いについて委託を受ける
ASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を
有する。ガバメントクラウド上での業務アプリケーショ
ンの運用等に障害が発生する場合等の対応について
は、原則としてガバメントクラウドに起因する事象の場
合は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その
契約を履行させることで対応する。また、ガバメントク
ラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体に
業務アプリケーションサービスを提供するASP又はガ
バメントクラウド運用管理補助者が対応するものとす
る。具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合
は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を

事前

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室を許
可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設している。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場所で
保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルスパ
ターンファイルを定期的に更新している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
【物理的対策】
①ガバメントクラウドについては政府情報システムの
セキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウ
ドサービスから調達することとしており、システムの
サーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環境
に構築し、その環境には認可された者だけがアクセス
できるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部
に持出できないこととしている。

【技術的対策】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセス
しない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第
1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基
準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又
はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規
定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。
以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネー
ジドサービスにより、ネットワークアクティビティ、デー
タアクセスパターン、アカウント動作等について継続
的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセ
キュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイ
ルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行
う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウ

１　設定した認証条件によりサーバ室への入室を許
可している。
２　建物の各所に監視カメラを設置している。
３　電子計算機に無停電電源装置を付設している。
４　自家発電装置を設置している。
５　バックアップ媒体は，施錠管理されている場所で
保管している。
６　不正プログラムに対応するために、ウイルスパ
ターンファイルを定期的に更新している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
【物理的対策】
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システ
ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録さ
れたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサー
ビス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業
者は、セキュリティ管理策が適切に実施されているほ
か、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けてい
る。
・日本国内でデータを保管している。

【技術的対策】
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コン
ピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導
入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うと
ともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策
ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に
応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報シス
テムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録さ
れたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に
設置し、インターネットとは切り離された閉域ネット
ワーク環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定個
人情報は、中間サーバー・プラットフォームの事業者
及びクラウドサービス事業者がアクセスできないよう

事前

リスクを相当程度変動させる
ものではないと考えられる変
更のため、重要な変更には該
当しない。

リスクを相当程度変動させる
ものではないと考えられる変
更のため、重要な変更には該
当しない。
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地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
３．特定個人情報の入手・使
用
②入手方法
⑤使用方法

②追加
⑤１　給与支払報告書の登録
　事業所から送付される給与支払報告書情報
を登録し、他の申告等との名寄せ条件として氏
名・生年月日に加えて個人番号を利用する。
２　公的年金支払報告書の登録
　年金保険者から送付される公的年金支払報
告書を登録し、他の申告等との名寄せ条件とし
て氏名・生年月日に加えて個人番号を利用す
る。
３　確定申告書の登録
　税務署、市町村窓口、e-tax等で申告された
確定申告書を登録し、他の申告等との名寄せ
条件として氏名・生年月日に加えて個人番号を
利用する。
４　二重扶養者の確認
　申告書に記載された扶養者情報について、当
該市および他市において二重に扶養者として
登録されていないか確認する条件として、氏名
に加えて個人番号を利用して確認する。

②【〇】その他（マイナポータル申請管理）
⑤１　給与支払報告書の登録
　事業所から送付される給与支払報告書情報
を登録し、他の申告等との名寄せ条件として氏
名・生年月日に加えて個人番号を利用する。
２　公的年金支払報告書の登録
　年金保険者から送付される公的年金支払報
告書を登録し、他の申告等との名寄せ条件とし
て氏名・生年月日に加えて個人番号を利用す
る。
３　確定申告書・個人住民税の申告書の登録
　税務署、市町村窓口、e-tax等で申告された
確定申告書や、市町村窓口、電子申告分によ
るeLTAX及びマイナポータル申請管理システム
を通じて申告された住民税の申告書等を登録
し、他の申告等との名寄せ条件として氏名・生
年月日に加えて個人番号を利用する。
４　二重扶養者の確認
　申告書に記載された扶養者情報について、当
該市および他市において二重に扶養者として
登録されていないか確認する条件として、氏名
に加えて個人番号を利用して確認する。

事前
地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム１０
①システムの名称
②システムの機能
③他のシステムとの接続

追加

①マイナポータル申請管理
②【地方公共団体向け機能】住民が電子申請を
行った際の申請データ取得画面又は機能を地
方公共団体に公開する機能
③【〇】その他（他システムとの接続はなし）

事前

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム９
①システムの名称
②システムの機能
③他のシステムとの接続

追加

①個人住民税申告ポータル
②個人住民税について、オンラインで申告がで
きる機能
③【〇】その他（マイナポータル申請管理）

事前
地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加
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Ⅲ リスク対策 (課税資料)
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークを通じた入
手を除く。）
特定個人情報の入手（情報提
供ネットワークを通じた入手を
除く。）におけるその他のリス
ク及びそのリスクに対する措
置

１　不適切な方法で入手が行われるリスクへの
措置
　窓口業務において、申請人からの各種申請
や申告を受け付る際に、個人番号取扱業務と
それ以外の業務に関する書面を同時に受付す
る場合があるため、申告書等を明確に分けるな
どの対策を行い、個人番号取扱業務で入手し
た情報を他業務へ転用しないよう防止に努め
る。
　

２　入手した特定個人情報が不正確であるリス
クへの措置
　入手した情報については、本人確認書類（個
人番号カード等）により確認を行い、必要に応じ
て聴聞を行うことにより、本人確認の徹底に努
める。
　また、個人住民税システム（宛名管理機能）と
照合することにより個人番号の確認を行う。

３　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失す
るリスクへの措置
　個人住民税システムは、入手元のシステムと
専用回線で接続しており、情報漏えい措置を講
じている。
　また、紙媒体による書面は、事務処理の段階
ごとに事務室内に保管場所を定め、処理後は
鍵付の文書キャビネット及び書庫に保管する。

１　不適切な方法で入手が行われるリスクへの措置
　窓口業務において、申請人からの各種申請や申告を受
け付る際に、個人番号取扱業務とそれ以外の業務に関
する書面を同時に受付する場合があるため、申告書等を
明確に分けるなどの対策を行い、個人番号取扱業務で
入手した情報を他業務へ転用しないよう防止に努める。
　住民税電子申告分において、申請データは、マイナ
ポータル申請管理以外の方法では入手できない。またシ
ステムを利用できる職員を限定し、利用者権限を設定す
ることによって入手可能な情報に制限をかける。

２　入手した特定個人情報が不正確であるリスクへの措
置
　入手した情報については、本人確認書類（個人番号
カード等）により確認を行い、必要に応じて聴聞を行うこと
により、本人確認の徹底に努める。
　また、個人住民税システム（宛名管理機能）と照合する
ことにより個人番号の確認を行う。
　住民税電子申告分において、住民が個人住民税申請
ポータルからマイナポータル申請管理へ個人番号付電子
申請データを送信するためには、個人番号カードの署名
用電子証明書による電子署名を付すこととなり、電子署
名付与済みの個人番号付電子申請データを受領した地
方公共団体は署名検証（有効性確認、改ざん検知等）を
実施することとなる。これにより、本人確認を実施する。ま
た、個人番号カード内の記憶領域に格納された個人番号
を申請フォームに自動転記を行うことにより、不正確な個
人番号の入力を抑止する措置を講じている。

３　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
への措置
　個人住民税システムは、入手元のシステムと専用回線
で接続しており、情報漏えい措置を講じている。
　また、紙媒体による書面は、事務処理の段階ごとに事
務室内に保管場所を定め、処理後は鍵付の文書キャビ
ネット及び書庫に保管する。
　住民税電子申告分において、マイナポータル申請管理
と地方公共団体との間には、LGWAN回線を用いた暗号
化通信を行うことで、外部からの盗聴、漏えい等がおこら
ないようにしており、さらに通信自体も暗号化している。

事前
地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（課税資料ファイル）
６．特定個人情報の保管・消
去
保管場所

電子錠等による入退室管理をしている部屋に
設置したサーバ内に保管している。
また、サーバへのアクセスは設定した認証条件
による認証が必要となる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

申告書や添付資料のイメージデータを含む電
子申請データについては、電子錠等による入退
室管理をしている部屋に設置したサーバ内に
保管している。サーバへのアクセスは設定した
認証条件による認証が必要となる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前
地方公共団体の電子申請機
能対応に伴う追加
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